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平成22年３月24日（水）午後１時より、中野サンプラザにおいて第66回通常組合会が開催された。
横山理事長の挨拶の後、報告事項でレセプトオンライン化に伴い審査支払業務等を20府県国保連合
会と締結していた業務委託契約を取消、平成22年度から栃木県国保連合会に一元化すること、歯科給
付について自家診療以外は給付する等歯科給付制限の緩和及び節目健診補助金、インフルエンザ予防
接種補助金事業の実施期間の延長等31項目について報告された。
続いて議事に入り、地区の拡張、療養附加金の廃止、後期高齢者支援金等賦課額（2,300円→

2,400円）、介護納付金賦課額（2,700円→2,800円）、役員及び職員の退職金に係る積立金をそれ
ぞれの規程に基づき役員と職員を分割して積立る等の規約改正（案）や平成22年度事業計画並びに平
成22年度歳入歳出予算（案）等６議案が原案どおり可決承認された。

第66回通常組合会を開会い
たします。議員各位には年度
末又お足元の悪い中全国各地
よりご参加頂き有難うござい
ます。本日、本組合会に付託
されている議案は平成22年度
事業計画及び歳入歳出予算案
です。慎重な審議とともに円
滑な議事進行にご協力賜りま
すようお願いいたします。

第 6 6 回 通 常 組 合 会
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議長挨拶（要旨） 南議長

白尾副議長、南議長、平木副議長
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第66回通常組合会を開催いたしましたとこ
ろ年度末のご多忙の中、又花冷えの中をご出
席賜り有難うございました。本日は規約の一
部改正（案）と平成22年度事業計画並びに歳
入歳出予算（案）を上程しておりますので慎
重にご審議の程宜しくお願い申し上げます。
さて、平成21年度は医療費が予想外に大き

く伸びておりますが、22年度４月からは診療
報酬のプラス改定があり更に伸びると想定し
ております。診療側としては喜ばしいことで
すが、保険者としては厳しい状況になると思
っております。

第66回通常組合会に各支部よりご参集を頂
き、誠に有難うございます。本日は平成22年
度事業計画及び予算（案）、又人事案件、規
約改正等があります。どうぞ慎重審議の上、
議決賜りますようお願いいたします。

昨年11月下旬からの国保組合に関する朝日
新聞の報道は、高額の国庫補助を受けていな
がら、入院費を無料にしたり、多額の剰余金
や積立金を有しているのは国庫補助の趣旨か
ら外れるものではないかと指摘しております。
厚労省の公表した19年度の組合別国庫補助率
によると70％を超える組合から低い組合まで
約23％です。全国歯は28.9％で165組合中117
番目です。厚労省は一連の報道を受けて保険
料額の内容、付加給付等の実態調査を実施し、
23年度の概算要求までに国庫補助を見直すと
していますが、当組合では国庫補助は現状を
維持できないと厳しい財政状況となることが
予想されます。
次に、昨年10月から22年１月末までの実施

期間の単年度事業としてインフルエンザ予防
接種補助金事業を実施しましたが、ワクチン
の量が充分確保できないために、医療関係者
から順次実施したために一般の住民が接種を
受けられる体制が整ったのが今年１月後半と
なり、実施期間内に受けられない状況となっ
たために、実施期間を３月末まで延長すると
ともに、平成22年度からは継続事業とし、実
施期間を節目健診の実施期間も含めて毎年４
月１日から翌年の３月31日まで延長しまし
た。
次に高齢者医療制度ですが、後期高齢者医

療制度を廃止し、新しい高齢者医療制度が平
成25年度から実施されますが、厚労省の「高
齢者医療制度改革会議」で有力視されている
のが「高齢者医療と国保の一体運営案」とい
うもので、65歳以上を原則国保に加入させ、
65歳未満とは区分経理して都道府県単位で財
政を運営するというものです。まだ幾つかの
問題があり、特に財政、受皿の点で紆余曲折
があると思います。この制度は地域保険とし
て一元的運営に向けた改革の一段階と位置付
けられています。当組合においては65歳以上
が被保険者から離れると言うことになると、
経営が一層苦しくなると思います。今後成り
行きを充分注意して行かなければならないと
思っております。

理事長挨拶（要旨） 横山理事長

開会の辞（要旨） 一志副理事長

横山理事長

一志副理事長



今井専務理事から２項目を除いて一括説明
の後に、一志副理事長から全歯連関係につい
て、続いて尾上常務理事から、平成22年度特
別支部運営費交付金について報告の後質疑応
答があった。

組合の問題では、白石副理事長が昨年９月
30日に急逝されました。長い間組合の発展に
ご尽力いただきました。３月31日まで後任を
空席のままでおりましたが、常務理事の尾上
先生を先の理事会で副理事長に選任させて頂
きました。二つ目は平成19年度から実施の療
養附加金制度を21年度をもって廃止いたしま
す。そして22年度から１種、２種組合員と1
種家族の「歯科給付制限」を緩和いたします。
さて、平成21年度の決算見込では、収入で

保険料が0.6％と横這で推移していますが、歳
出では療養給付費が４月～12月の平均ベース
で8.28％増と異常な伸びを示しております。
その中で剰余金として約31億円を残すこと

ができましたが、不安材料として単年度収支
で20年度はプラス６億円余ありましたが、21
年度決算見込では約２億９千万円のマイナス
となっております。単年度収支がプラスであ
ってこそバランスのとれた組合運営ができる
と思いますので、今後単年度収支は充分に考
えていかなければならない問題と思っており
ます。
平成22年度予算総額が過去最高の160億

2700万円となり、21年度と比較しますと約28
億円増となっております。特記事項としては
私の任期中は保険料の値上げはしない方向で
スタートしましたが、後期高齢者支援金等賦
課額と介護納付金賦課額を月額100円づつ引
き上げさせて頂きます。21年度の決算見込で
剰余金が約31億円となりますが、全額22年度
の繰越金に入れました。
歳出面では、診療報酬のプラス改定、歯科

給付制限の緩和等をプラスして療養給付費全
体で約６億５千万円増額となります。又前期
高齢者納付金が22年度は満額となり、前年度
に比較して約６億５千万円の増となります。
このように増額の項目が幾つか出ており、全
体として非常に大きな予算となっております。
次に22年度の事業計画については、一つ目

は組合方式による保険者機能を充分に発揮し
て事業運営の推進に努めること、二つ目が被
保険者の疾病に対する保険給付と健康管理を

推進する保健事業を実施して行くことを事業
計画にあげております。
最後に、ご要望のありました組合会の「日

曜日開催」の件について、役員、議員の先生
方にアンケート調査を実施した結果、６対４
あるいは７対３で日曜日開催が多かったので、
会場について調査検討をおこないましたが、
条件に合うところが見つけ難いようです。従
来から他の会合と重複しないことを考慮し水
曜日に開催しており、先生方もご了解の上で
組合会議員に就任されていると思いますので、
理事長からのお願いということで当分の間水
曜日開催をお願いいたします。まだ色々お話
することがありますが、「全国歯ニュース」に
記載してありますので、お目通し頂きたいと
思います。現在、色々なところで見直しある
いは改革が行なわれており、国保を取り巻く
環境が一層厳しくなって行くと思っておりま
す。私たち健全運営に努めて参りますが、先
生方のご理解とご協力をお願いいたしまして
私の挨拶といたします。
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■ 報告事項

今井専務理事



〔厚労省関係〕
１．平成22年度国民健康保険助成費

国保組合の国民健康保険助成に必要な経
費は対前年度比で1.9%減であるが、国保組
合の被保険者数の減及び後期高齢者支援金
の平成20年度分がマイナス精算分となった
ことによる。１人当たりの医療費は3.1％増
を見込んでいる。
２．協会けんぽの財政問題への対応策

協会けんぽ支援のため、後期高齢者支援
金の負担は総報酬割とし、後期高齢者支援
金への国庫補助は廃止し、保険給付費に対
する国庫補助を13％を16.4％とする。これ
に伴い国保組合は全国土木建築国保組合は、
後期高齢者支援金の総報酬割に参加し、そ
の他の国保組合は特定被保険者の後期高齢
者支援金に係る国庫補助（16.4％）を一旦
廃止し、組合の財政力に応じて国庫補助を
投入する。これにより当組合の特定被保険
者の後期高齢者支援金に対する国庫補助は
０となった。
３．厚生労働省による国保組合の事業運営状
況調査
平成21年11月30日に保険料の内容・付加

給付の状況、平成22年１月14日には付加給
付等の実態調査が実施された。
４．高齢者医療制度の見直し

後期高齢者医療制度は平成24年度で廃止
され、平成25年度から新しい高齢者医療制
度が施行される。廃止後の新しい制度につ
いて「高齢者医療制度改革会議」で有力視
されているのが「高齢者医療と国保の一体
運営」で、65歳以上を原則国保に加入させ
た上で、65歳未満とは区分経理して都道府
県単位で財政を運営する。
５．高齢者医療制度における平成22年度の対
応
70歳から74歳までの患者負担割合（１割

→２割）の引上げを凍結。
〔栃木県庁関係〕
１．平成21年度国民健康保険事業に係る指導
監督の結果

平成21年度は島根県支部、山梨県支部、
沖縄県支部、青森県支部の４支部で実施さ
れ、幾つかの改善の指摘事項があったが、
概ね適正に実施されていると認められた。

平成21年度国民健康保険事業に係る
指導監督の日程

支部 実施日
１ 島根県支部 ９月３日（木）
２ 山梨県支部 10月７日（水）
３ 沖縄県支部 11月19日（木）
４ 青森県支部 11月26日（木）

２．規約の一部改正に係る認可
第65回通常組合会で可決承認された出産育

児一時金、延滞金、組合会議員の任期、役員
の任期に係る規約の一部改正について平成21
年８月５日付けで栃木県知事から認可された。
〔栃木県国保連合会関係〕
１．出産育児一時金の支払に関する契約

平成21年10月から実施された出産育児一
時金の医療機関への直接払い業務を栃木県
国保連合会と平成21年10月１日付けで委託
契約を締結した。
２．20府県国保連合会との審査支払等の契約
取消
平成22年４月（３月診療分）から審査支

払業務等を栃木県国保連合会に一括業務委
託するために、20府県国保連合会と締結し
ていた審査支払業務等の契約を取消した。
３．審査支払等の契約

平成22年４月（３月診療分）から審査支
払業務等を栃木県国保連合会に一括業務委
託する契約を平成22年３月中に締結する。
医療機関からのレセプトの提出は従来どお
り府県国保連合会に提出、審査支払業務が
行なわれ、「全国決済」の仕組みを利用して
都道府県国保連合会間で支払相殺処理をす
る。

〔全歯連関係〕
全歯連の理事者として全国歯から恒石副理

事長、今井専務理事、仲佐常務理事と私が参
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画している。全歯連の目的は各組合間の連携
を密にし、組合の健全なる運営と発展を期す
ることにある。
平成21年度総会が22年３月４日開催され、

22年度事業計画案、予算案は可決された。
21年度から再加入の本組合の会費が173万

円納入されたことにより、極めて財政逼迫の
危機に瀕していた内容に些かな潤いをもたら
した。
組織の崩壊を免れるためにも抜本的な機構

改革、とりわけ役員数の削減、会議開催数の
見直し等が喫緊の課題であり、全協との政治
の関わりについても同様である。本年度は鋭
意課題解消のための施策の展開に着手する。
全協の今年度予算に１千万円のモデル事業

費が計上されたことを踏まえ、特定健診の中

に「歯科健診」を入れさせる働きかけをする
旨の会長方針が示された。
当初、大儀としての仮称〔全国歯科医師国

民健康保険組合〕の設立を夢見たが東京都歯
科医師会の加入は事実上不可となったため断
念せざるを得ない。
全歯連加入被保険者数は285,000人（全国歯

68,400人）であり、これらの被保険者のため
にも、全歯連は今後一層の機能強化が必要で
ある。

〔全国歯関係〕
１．規約施行規則の一部改正
基礎賦課額、後期高齢者支援金等賦課額、

歯科給付、療養附加金に係る規約施行規則の
一部を改正した。
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全国歯科医師国民健康保険組合規約施行規則一部改正新旧条文比較対照表
（下線部が改正部分）

現　　　　　行 改　　正　　後
第４条　（略）

（基礎賦課額・後期高齢者支援金等賦課額）
第４条の２　規約第18条第２項の規定に基づき、必要
な事項を定める。
２．３種組合員の世帯に属する被保険者で義務教育終
了までの者のうち２人目以降の者は、次に掲げる保
険料賦課額を免除する。
一　基礎賦課額
二　後期高齢者支援金等賦課額
３．保険料賦課額の免除を受けようとするときは、保
険料賦課額免除申請書（様式６号）に当該組合員の
世帯に属することを証明する住民票を添付し理事長
に申請するものとする。
なお、免除見込期間に変更があった場合には、保
険料賦課額免除見込期間変更申請書（様式15号）を
速やかに理事長に申請しなければならない。
４．保険料賦課額の免除を受けていた者が、義務教育
が終了したときは、保険料賦課額免除期間終了届
（様式15号）を速やかに理事長に届けなければなら
ない。

第５条～第８条（略）

第４章　　保険給付
（歯科給付）
第９条　１種・２種・３種組合員及びその世帯員の歯
科給付については、次の各項のとおりとする。

第４条　（略）

（基礎賦課額・後期高齢者支援金等賦課額）
第４条の２　規約第18条第２項の規定に基づき、必要
な事項を定める。
２．３種女性組合員の一人親（離婚などにより独りで
生計を営んでいる女性）の世帯に属する被保険者で
義務教育終了までの者のうち２人目以降の者は、次
に掲げる保険料賦課額を免除する。
一　基礎賦課額
二　後期高齢者支援金等賦課額
３．保険料賦課額の免除を受けようとするときは、保
険料賦課額免除申請書（様式６号）に当該組合員の
世帯に属することを証明する住民票を添付し理事長
に申請するものとする。
なお、免除見込期間に変更があった場合には、保
険料賦課額免除見込期間変更申請書（様式15号）を
速やかに理事長に申請しなければならない。
４．保険料賦課額の免除を受けていた者が、義務教育
を終了したときは、保険料賦課額免除見込期間終了
届（様式15号）を速やかに理事長に届けなければな
らない。

第５条～第８条（略）

第４章　　保険給付
（歯科給付）
第９条　１種・２種・３種組合員及びその世帯員の歯
科給付の範囲は次のとおりとする。
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現　　　　　行 改　　正　　後

２．次の各号に該当する場合は、歯科給付対象外とす
る。
一　自家診療
（１）１種組合員

１種組合員の診療所では、１種組合員とそ
の世帯員、近親者（２親等まで）の診療は歯
科給付対象外となる。

（２）２種・３種組合員
２種・３種組合員が勤務する診療所では、

２種・３種組合員とその世帯員の診療は歯科
給付対象外となる。

二　１種組合員の世帯員は、自家以外の診療所にお
いても歯科給付対象外とする。
三　１種・２種組合員は、自家診療所及び勤務する
診療所以外での診療においても、次に掲げるもの
については、歯科給付対象外とする。（３種組合
員は除く）
（１）初診、再診時の加算項目
（２）鋳造歯冠修復物
（３）補綴関係

なお、終末処置の錬成充填は給付する。
３．１種・２種組合員及び１種組合員の世帯員は、次
の各号に該当する場合は、「歯科診療認証申請書
（様式26号）」を提出し、承認を受けることにより歯
科給付を受けることができる。
また、第２項第三号に掲げるものについても歯科
給付を受けることができる。
一　１種組合員が申請することにより２種組合員及
び１種組合員の世帯員の申請は必要ない場合。
（１）１種組合員が疾病等で療養中により休診した

場合。
（２）１種組合員が閉院等により診療ができない場

合。
二　歯科給付を受けようとする者の申請がそれぞれ
必要な場合。
（１）１種組合員の世帯員で自宅を離れて修学中の

者（卒後研修等を含む）。
ただし、終末処置は錬成充填、又はインレ
ーまでとする。

（２）その他特別な事情がある場合。
４．１種・２種組合員及び１種組合員の世帯員は、次
の各号に該当する場合は、「歯科診療申請書（様式
26号）」を提出なしで、歯科給付（自家診療及び近
親者（２親等まで）診療を除く）を受けることがで
きる。

（１）他の医療機関における受診については給付す
る。

（２）自己及び勤務する医療機関並びに分院等の系
列医療機関における受診と、それに伴う処方
箋の発行による調剤については給付しない。

（３）この規約施行規則に定めるものの他、必要な
事項については理事会において決定する。

（第９条第２項から第５項まで削除）
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現　　　　　行 改　　正　　後
また、第２項第三号に掲げるものについても歯科
給付を受けることができる。
　一　１種組合員の世帯員が入院中に歯科診療を受け
た場合。

　二　口腔領域の特殊な疾患（悪性腫瘍、顎骨骨折、
唇・顎口蓋裂等）の場合。

５．歯科給付制限の特例措置により、歯科給付を受け
ようとする者は、次の各号を遵守するものとする。
一　修学中の者の場合は、歯科診療承認申請書の他
に「在学証明書」を添付すること。
また、修学地での診療のみが歯科給付対象とな
る。
二　口腔領域の特殊な疾患の場合の対象となる医療
機関は、原則として国公立病院、大学病院、私立
病院等の歯科及び口腔外科並びに専門歯科医が常
勤し入院設備があり支部長が認めた歯科診療所と
なる。
三　特例措置による歯科給付を受けようとする者
は、保険料が納付期日までに完納されていること。

第10条～第15条　（略）

（療養附加金）
第16条　規約第12条の２に定める療養附加金の支給
を受けようとする者は、療養附加金支給申請書（様
式11号）を支部を経由し、組合に提出しなければな
らない。
２．療養附加金の支給は、年１回とする。
３．療養附加金の額が確定後、療養附加金支給額の通
知を組合員に送付する。
４．療養附加金の申請の締め切りは、療養附加金を算
定した年度の翌年度の12月末日とし、締め切り日ま
でに請求を履行しない場合は、受領権を放棄したも
のとみなす。
５．療養附加金の支給を受けようとする者は、療養附
加金支給申請書に療養附加金の振込先銀行口座（郵
便口座を除く）を指定しなければならない。

第17条　（略）

（療養附加金）
第16条　削　除

第17条　（略）

附　　則
１．この規則は、平成22年４月１日から施行する。
（第９条第２項から第５項まで削除、第16条削除）

（経過措置）
２．平成22年４月１日前に保険料賦課額の免除を受け
た場合の改正前の第４条の２の規定の適用について
は、なお従前の例による。

２．積立金規程の一部改正分
任意積立金の目的を明確にするために、積

立金の種類を事務所管理積立金を事務所維

持・拡充積立金に、役職員退職死亡給与
積立金を役員退職慰労金積立金及び職員
退職手当積立金に改正した。
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全国歯科医師国民健康保険組合積立金規程一部改正新旧条文比較対照表
（下線部が改正部分）

現　　　　　行 改　　正　　後
第１条　（略）

（積立の種類）
第２条　積立金は、次の各号とする。
一　特別積立金
二　給付費等支払準備金積立金
三　別途積立金
四　事務所管理積立金
五　役職員退職死亡給与積立金

（積立の方法）
第３条　前条第一号及び第二号の積立については、国
民健康保険法施行令の定めるところによる。
２．前条第三号による積立については、予測できない
事態に備え積立てるものとする。
３．前条第四号による積立については、建物の大規模
修繕及び建替え資金として、毎年定額を積立てるも
のとする。
４．前条第五号による積立については、その年度当初
に退職者等を勘案して積立てるものとする。

第４条　（略）

第５条　（略）

（積立金の処分）
第６条　積立金は、次の場合において、その一部又は
全部を処分することができる。
一 特別積立金は、組合が解散又は合併の場合、
保険給付費及びその他本組合の諸経費の精算に
充てるため事業勘定へ繰り入れのとき。
二 給付費等支払準備金積立金は、保険給付並び
に前期高齢者納付金等及び後期高齢者支援金等
並びに介護納付金に不足が生じた場合、その財
源として事業勘定へ繰り入れのとき。
三 別途積立金は、第一号又は第二号に掲げる積
立金の取り崩しに先立ち、当該各号の積立金の
用途に資するため、その該当する事業勘定へ繰
り入れのとき。
四　事務所管理積立金は、建物の大規模修繕及び
建替えの財源に充てるため事業勘定へ繰り入れ
のとき。
五　役職員退職死亡給与積立金は、役職員が退職
又は死亡のときの手当支払の財源に充てるため
事業勘定へ繰り入れのとき。

第１条　（略）

（積立の種類）
第２条　積立金は、次の各号とする。
一　特別積立金
二　給付費等支払準備金積立金
三　別途積立金
四　事務所維持・拡充積立金
五　役員退職慰労金積立金
六　職員退職手当積立金

（積立の方法）
第３条　前条第一号及び第二号の積立については、国
民健康保険法施行令の定めるところによる。
２．前条第三号による積立については、予測できない
事態に備え積立てるものとする。
３．前条第四号による積立については、事務所の維持
拡充に備え積立てるものとする。
４．前条第五号による積立については、役員が退職又
は在任中死亡したとき、役員退職慰労金の支給に備
え積立てるものとする。
５．前条第六号による積立については、職員が退職又
は在職中死亡したとき、職員退職手当の支給に備え
積立てるものとする。

第４条　（略）

第５条　（略）

（積立金の処分）
第６条　積立金は、次の場合において、その一部又は
全部を処分することができる。
一 特別積立金は、組合が解散又は合併の場合、
保険給付費及びその他本組合の諸経費の精算に
充てるため事業勘定へ繰り入れのとき。
二 給付費等支払準備金積立金は、保険給付並び
に前期高齢者納付金等及び後期高齢者支援金等
並びに介護納付金に不足が生じた場合、その財
源として事業勘定へ繰り入れのとき。
三 別途積立金は、第一号又は第二号に掲げる積
立金の取り崩しに先立ち、当該各号の積立金の
用途に資するため、その該当する事業勘定へ繰
り入れのとき。
四　事務所維持・拡充積立金は、事務所の新築、
増築及び改築、修繕並びに購入の財源として事
業勘定へ繰り入れのとき。
五　役員退職慰労金積立金は、役員が退職又は在
任中死亡のときに支給する役員退職慰労金の財
源として事業勘定へ繰り入れのとき。
六　職員退職手当積立金は、職員が退職又は在職
中死亡したときに支給する職員退職手当の財源
として事業勘定へ繰り入れのとき。



３．節目健診（人間ドック等）補助金支給要
綱の一部修正
節目健診（人間ドック等）の実施期間（４
月１日から翌年１月31日まで→４月１日か

ら翌年３月31日まで）及び申請手続き
（２月末日まで→４月７日まで）を修正
した。
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現　　　　　行 改　　正　　後

附　　則
１．この規程は、平成22年４月20日から施行する。
（第２条第四号及び第五号並びに第３条第３項及
び第４項並びに第６条第四号及び第五号改正）

全国歯科医師国民健康保険組合節目健診（人間ドック等）補助金支給要綱
一部修正新旧条文比較対照表

（下線部が改正部分）

承　　認　　済 修　　正　　後
節目健診（人間ドック等）補助金支給要綱

（目的）
１ 組合員が自らの健康の保持増進に努めることによ
り、疾病の発症を未然に防ぎ、また早期発見、早期
治療により重症化を未然に食い止めるなど組合員の
豊かな人生をおくるための健康づくりを支援し、国
民健康保険事業の健全運営を期するために、予算の
範囲内で節目健診の受診者に対して健診費用の一部
を補助する。

（対象者）
２　対象者は、次のとおりとする。
（１）１種組合員及び２種組合員のうち、当該年度

中に30歳以上の５歳ごとの節目の年齢に達す
る者。

（２）前項（１）に該当した1種組合員の被保険者
である配偶者。なおこの場合の配偶者の年齢
は問わない。

（３）３種組合員のうち、当該年度中に20歳以上の
５歳ごとの節目の年齢に達する者。

（補助金額）
３ 節目健診の補助金の額は同一年度内に受診した健
診に対し、30,000円を限度として支給する。
同一年度内に受診した健診が複数の場合は、その
費用額の合計額に対して30,000円を限度として支給
する。

（健診の期間）
４ 節目健診の補助金の対象となる健診は、毎年４月
１日から翌年１月31日までに受診した健診とする。

（申請手続）
５ 節目健診補助金の支給を受けようとする者は、節
目健診補助金支給申請書（様式43号）に受診した医
療機関等の領収書を添付して支部を経由し、組合に
提出しなければならない。
但し、申請は同一年度内１回限りとする。
② 申請は当該年度の２月末日までに提出しなけれ

節目健診（人間ドック等）補助金支給要綱

（目的）
１ 組合員が自らの健康の保持増進に努めることによ
り、疾病の発症を未然に防ぎ、また早期発見、早期
治療により重症化を未然に食い止めるなど組合員の
豊かな人生をおくるための健康づくりを支援し、国
民健康保険事業の健全運営を期するために、予算の
範囲内で節目健診の受診者に対して健診費用の一部
を補助する。

（対象者）
２　対象者は、次のとおりとする。
（１）１種組合員及び２種組合員のうち、当該年度

中に30歳以上の５歳ごとの節目の年齢に達す
る者。

（２）前項（１）に該当した１種組合員の被保険者
である配偶者。なおこの場合の配偶者の年齢
は問わない。

（３）３種組合員のうち、当該年度中に20歳以上の
５歳ごとの節目の年齢に達する者。

（補助金額）
３ 節目健診の補助金の額は同一年度内に受診した健
診に対し、30,000円を限度として支給する。
同一年度内に受診した健診が複数の場合は、その
費用額の合計額に対して30,000円を限度として支給
する。

（健診の期間）
４ 節目健診の補助金の対象となる健診は、事業年度
の4月1日から翌年3月31日までに受診した健診とす
る。

（申請手続）
５ 節目健診補助金の支給を受けようとする者は、節
目健診補助金支給申請書（様式43号）に受診した医
療機関等の領収書を添付して支部を経由し、組合に
提出しなければならない。
但し、申請は同一年度内1回限りとする。
② 申請は当該事業年度の終了した年の4月7日まで
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承　　認　　済 修　　正　　後
ばならない。

（健診機関）
６ 健診機関は、人間ドック等の各種健診が可能な医
療機関及び健診機関等とする。

（支部への資金の交付）
７ 毎年度、節目健診該当者の受診予測者分のうち、
４月から９月分を４月に概算交付し、10月から翌年
の１月分を９月に概算交付する。
概算交付に対して不足が生じたときは追加交付し
超過したときは返還する。

（交付金の精算）
８ 当該年度の節目健診の受診者数が確定したとき
は、３月31日までに、節目健診交付金確定報告書と
ともに節目健診交付金の精算をするものとする。

（資金の流用の禁止）
９ 節目健診交付金は、他の保健事業費及びその他の
費用に流用してはならない。

附　　則
１ この交付要綱は、平成10年４月１日より施行する。
２　平成15年度以降は別途検討する。

附　　則
１ この交付要綱は、平成12年４月１日より施行する。

附　　則
１ この交付要綱は、平成14年４月１日より施行する。

附　　則
１ この交付要綱は、平成20年４月１日より施行する。
（交付要綱の改正に伴う健診対象者の経過措置）
２ 平成20年度の対象者については、改正後の第２項
１号中「当該年度中に30歳以上の５歳ごとの節目の
年齢に達する者」とあるのは「当該年度中に30歳以
上の５歳ごと及び31歳以上の５歳ごとの節目の年齢
に達する者」と第２項３号中「当該年度中に20歳以
上の５歳ごとの節目の年齢に達する者」とあるのは
「20歳以上の５歳ごとの節目の年齢に達する者及び
26歳以上の５歳ごとの節目の年齢に達する者」と読
み替えるものとする。

附　　則
１ この支給要綱は、平成22年４月１日より施行する。
（第４項の新設及び各条文の整理）

に各支部に提出しなければならない。

（健診機関）
６ 健診機関は、人間ドック等の各種健診が可能な医
療機関及び健診機関等とする。

（支部への資金の交付）
７ 毎年度、節目健診該当者の受診予測者分のうち、
４月から９月分を４月に概算交付し、10月から翌年
の３月分を９月に概算交付する。
概算交付に対して不足が生じたときは追加交付し
超過したときは返還する。

（交付金の精算）
８ 当該年度の節目健診の受診者数が確定したとき
は、翌年4月30日までに、節目健診交付金確定報告
書とともに節目健診交付金の精算をするものとす
る。

（資金の流用の禁止）
９ 節目健診交付金は、他の保健事業費及びその他の
費用に流用してはならない。

附　　則
１ この交付要綱は、平成10年４月１日より施行する。
２　平成15年度以降は別途検討する。

附　　則
１ この交付要綱は、平成12年４月１日より施行する。

附　　則
１ この交付要綱は、平成14年４月１日より施行する。

附　　則
１ この交付要綱は、平成20年４月１日より施行する。
（交付要綱の改正に伴う健診対象者の経過措置）
２ 平成20年度の対象者については、改正後の第２項
１号中「当該年度中に30歳以上の５歳ごとの節目の
年齢に達する者」とあるのは「当該年度中に30歳以
上の５歳ごと及び31歳以上の５歳ごとの節目の年齢
に達する者」と第２項３号中「当該年度中に20歳以
上の５歳ごとの節目の年齢に達する者」とあるのは
「20歳以上の５歳ごとの節目の年齢に達する者及び
26歳以上の５歳ごとの節目の年齢に達する者」と読
み替えるものとする。

附　　則
１ この支給要綱は、平成22年４月１日より施行する。
（第４項の新設及び各条文の整理）

４．インフルエンザ予防接種補助金支給要綱
の一部改正
インフルエンザ予防接種補助金事業を平

成21年度の単年度事業から継続事業に、実

施期間（平成21年10月１日から平成22
年１月31日まで→４月１日から翌年３月
31日まで）及び申請期限（平成22年２
月28日まで→４月７日まで）を改正した。
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全国歯科医師国民健康保険組合インフルエンザ予防接種補助金支給要綱
一部改正新旧条文比較対照表 （下線部が改正部分）

現　　　　　行 改　　正　　後
インフルエンザ予防接種補助金支給要綱

（目的）
１ この要綱は、インフルエンザの罹患予防を図るた
め、インフルエンザの接種を（以下「予防接種」と
いう。）を受けるものに対し、予防接種に要する費
用（以下「予防接種費用」という。）の一部を助成
することにより、組合員の保健福祉の向上及び福祉
の増進を図ることを目的とする。

（対象者）
２　対象者は、次のとおりとする。
１種組合員（後期高齢者組合員を除く）、２種組

合員、３種組合員及び組合員に属する世帯員。
（補助金額）
３ 補助金の額は、1名につき2,000円を限度とする。
支払った額が補助金限度額に満たない場合は、実費
分のみの支給とする。
ただし、２回接種法で１回分が2,000円未満の場

合、1回目と２回目の領収書を同時に提出した時に
限り、その合算額から2,000円を限度に補助する。
また、他の制度（市区町村等）により、補助を受
けることができる場合は、その補助制度を優先とす
る。

（実施期間）
４ 平成21年10月１日から平成22年１月31日までの
間の予防接種とする。

（申請方法）
５ 予防接種後『インフルエンザ予防接種補助金申請
書』（様式47号）に必要事項を記入の上、『領収書』
を添付し、支部事務所を経由し、組合に提出するも
のとする。『領収書』には、予防接種日、医療機関
名、医療機関印、予防接種受診者名、インフルエン
ザの予防接種であることを必ず明記する。２名以上
同時に受診した場合は、『領収書』に金額等の内訳
を明記する。
但し、申請は１回限りとする。

（申請期限）
６ 平成22年２月28日各支部事務所受付分までとす
る。

（支部への資金の交付）
７ 予防接種費用概算額の約50％を支部に交付（平成
21年10月）し、概算交付額に対して不足が生じた
ときは、追加交付し、超過したときは、返還する。

（交付金の精算）
８ 予防接種受診者数が確定したときは、平成22年３
月31日までに、「インフルエンザ予防接種補助金交
付確定報告書」とともに交付金の精算をするものと
する。

（資金の流用の禁止）
９ インフルエンザ予防接種補助交付金は、他の保健
事業費及びその他の費用に流用してはならないもの
とする。

インフルエンザ予防接種補助金支給要綱

（目的）
１ この要綱は、インフルエンザの罹患予防を図るた
め、インフルエンザの接種を（以下「予防接種」と
いう。）を受けるものに対し、予防接種に要する費
用（以下「予防接種費用」という。）の一部を助成
することにより、組合員の保健福祉の向上及び福祉
の増進を図ることを目的とする。

（対象者）
２　対象者は、次のとおりとする。
１種組合員（後期高齢者組合員を除く）、２種組
合員、３種組合員及び組合員に属する世帯員。

（補助金額）
３ 補助金の額は、１名につき2,000円を限度とする。
支払った額が補助金限度額に満たない場合は、実費
分のみの支給とする。
ただし、２回接種法で１回分が2,000円未満の場

合、１回目と２回目の領収書を同時に提出した時に
限り、その合算額から2,000円を限度に補助する。
また、他の制度（市区町村等）により、補助を受
けることができる場合は、その補助制度を優先とす
る。

（実施期間）
４ 事業年度の４月１日から翌年３月31日までの間の
予防接種とする。

（申請方法）
５ 予防接種後『インフルエンザ予防接種補助金申請
書』（様式47号）に必要事項を記入の上、『領収書』
を添付し、支部事務所を経由し、組合に提出するも
のとする。『領収書』には、予防接種日、医療機関
名、医療機関印、予防接種受診者名、インフルエン
ザの予防接種であることを必ず明記する。２名以上
同時に受診した場合は、『領収書』に金額等の内訳
を明記する。
但し、申請は１回限りとする。

（申請期限）
６ 申請は当該事業年度の終了した年の４月７日まで
に各支部に提出しなければならない。

（支部への資金の交付）
７ 予防接種費用概算額の約50％を支部に交付（事業
年度の４月）し、概算交付額に対して不足が生じた
ときは、追加交付し、超過したときは、返還する。

（交付金の精算）
８ 予防接種受診者数が確定したときは、当該事業の
終了した年の４月30日までに、「インフルエンザ予
防接種補助金交付確定報告書」とともに交付金の精
算をするものとする。

（資金の流用の禁止）
９ インフルエンザ予防接種補助交付金は、他の保健
事業費及びその他の費用に流用してはならないもの
とする。
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現　　　　　行 改　　正　　後
（その他）
10 この要綱に定めるほか、必要な事項は、理事長が
別に定める。

（要綱の改廃）
11 この要綱を変更し、または廃止しようとするとき
は、理事会の議決を経なければならない。

（その他）
10 この要綱に定めるほか、必要な事項は、理事長が
別に定める。

（要綱の改廃）
11 この要綱を変更し、または廃止しようとするとき
は、理事会の議決を経なければならない。

附　　則
１．この要綱は、平成22年４月１日より施行する。
２．改正後の要綱第４項及び第６項並びに第８項の規
定は、平成21年８月1日から適用する。

５．平成22年度特別支給運営費交付金

平成22年度　支部別特別支部運営費交付金 （単位：円）

支部名 定額交付 実績交付 特別配分額 交付総額
栃　木 1,000,000 5,880,000 0 6,880,000
山　梨 1,000,000 2,470,000 0 3,470,000
青　森 1,000,000 2,420,000 0 3,420,000
岐　阜 1,000,000 4,350,000 0 5,350,000
富　山 1,000,000 410,000 0 1,410,000
滋　賀 1,000,000 2,690,000 0 3,690,000
京　都 1,000,000 3,900,000 0 4,900,000
岡　山 1,000,000 9,370,000 0 10,370,000
山　口 1,000,000 4,340,000 0 5,340,000
島　根 1,000,000 1,410,000 0 2,410,000
鳥　取 1,000,000 830,000 0 1,830,000
香　川 1,000,000 100,000 0 1,100,000
徳　島 1,000,000 1,130,000 0 2,130,000
高　知 1,000,000 2,490,000 0 3,490,000
新　潟 1,000,000 6,080,000 0 7,080,000
岩　手 1,000,000 450,000 0 1,450,000
石　川 1,000,000 2,280,000 0 3,280,000
長　野 1,000,000 6,690,000 0 7,690,000
福　井 1,000,000 1,410,000 0 2,410,000
沖　縄 1,000,000 1,200,000 0 2,200,000
合　計 20,000,000 59,900,000 0 79,900,000
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平成22年度　支部別国保システム回線使用料

支　部 平成22年度 平成21年度 対前年度比
栃　木 434,400 450,000 ▲15,600
山　梨 201,600 208,800 ▲7,200
青　森 220,880 230,400 ▲9,600
岐　阜 478,800 505,200 ▲26,400
富　山 225,600 235,200 ▲9,600
滋　賀 243,600 253,200 ▲9,600
京　都 566,400 594,000 ▲27,600
岡　山 501,600 522,000 ▲20,400
山　口 368,400 384,000 ▲15,600
島　根 164,400 170,400 ▲6,000
鳥　取 147,600 152,400 ▲4,800
香　川 248,400 258,000 ▲9,600
徳　島 236,400 246,000 ▲9,600
高　知 189,600 198,000 ▲8,400

支　部 平成22年度 平成21年度 対前年度比
新　潟 590,400 627,600 ▲37,200
岩　手 324,000 336,000 ▲12,000
石　川 266,400 283,200 ▲16,800
長　野 480,000 501,600 ▲21,600
福　井 148,800 152,400 ▲3,600
沖　縄 174,000 180,000 ▲6,000
支部合計 6,211,200 6,488,400 ▲277,200
東京事務所 6,212,400 6,488,400 ▲276,000
総　額 12,423,600 12,976,800 ▲553,200

（単位：円）

【注】総額を東京事務所と支部が折半し、支部
の分を各支部の被保険者数で按分した額
が各支部の使用料となる。

７．ZENKOKUSHIカード発行契約・保険証
カード発行業務委託契約の解消
保険証カード発行業務等を委託していた

三菱UFJニコス株式会社が当該業務から撤
退することから平成22年３月31日をもって
同契約を解消する。
８．保険証カードの発行業務委託契約

保険証カードの発行業務を委託していた
三菱UFJニコス株式会社が同業務から撤退
することから、次の委託先を決定するため
に４者１団体から見積りを取り検討してい
たが、平成22年４月１日から日本貿易印刷
株式会社と業務委託契約を締結する。
９．地域単独事業に係る府県国保連合会との
覚書
地域単独事業に係る現物給付の取扱は、

岩手県、福井県、沖縄県以外の17府県で実
施していたが審査支払業務等を栃木県国保
連合会に一元化することに伴い、石川県国
保連合会は取扱わないことになり、岡山県、
新潟県の2国保連合会と香川県は市町村ご
とに新たに覚書を取り交わすことで継続す
ることとなった。ただし山梨県国保連合会

はシステム改修費として約100万円掛かる
ことになった。
10．レセプト入力業務委託契約

㈱ユニスタッフに委託していたレセプト
入力業務を平成22年度から栃木県国保連合
会に委託することにしたが、柔整分は同連
合会で対応できないために、従来どおり㈱
ユニスタッフに委託する。ただし、取扱件
数が大幅に減少することから単価１件当た
り30円→50円 に引き上げるとともに新たに
デリバリ費用として月額10,000円支払うこ
ととした。
11．インターネット接続サービス申込

現在利用している㈱ユニアデックスのイ
ンターネット接続サービスの「お手軽ＢＢ
パックサービス」の終了に伴い、平成22年
６月から「スパークメール（ＳＳＧ140）」
に切り替える申込をする。
12．副理事長の選任と副理事長による理事長
の職務代行の順位
平成21年９月30日にご逝去された白石副

理事長の後任の副理事長に尾上徹常務理事
を選任した。
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新副理事長

任期　平成22年４月１日～平成23年３月31日

地区 支　部 氏　名
Ｂ 京都府支部 尾　上　　徹

尾上新副理事長

13．職員規程等検討臨時委員会
職員規程等の見直しを検討するために職

員規程等検討臨時委員会を設置した。

地区 支部 氏　　名
Ｂ 京都府支部 尾　上　　徹
Ａ 指 名 理 事 池　谷　　剛
Ｃ 岡山県支部 南　　哲之介
Ａ 岩手県支部 中屋敷　　修

副理事長による理事長の職務代行の順位
順　位 氏　　名
第１順位者 林　　伸伍　副理事長
第２順位者 一志　忠廣　副理事長
第３順位者 又吉　達雄　副理事長
第４順位者 恒石　定男　副理事長
第５順位者 尾上　　徹　副理事長

14．平成21年度療養給付費・総医療費の状況

平成21年度療養給付費の状況 （平成22年２月26日現在）

診療月 平成19年度（A） 平成20年度（B） 伸率（B/A） 平成21年度（C） 伸率（C/B）
4月 467,193,820 424,893,481 90.95 468,961,659 110.37
5月 490,368,669 428,511,461 87.39 439,013,228 102.45
6月 492,449,046 417,858,240 84.85 456,883,377 109.34
7月 487,150,183 446,203,814 91.59 486,459,442 109.02
8月 418,893,174 396,404,328 94.63 457,294,215 115.36
9月 395,008,653 402,369,709 101.86 437,447,366 108.72
10月 465,006,799 471,739,904 101.45 506,141,542 107.29
11月 438,713,685 418,115,299 95.30 449,723,094 107.56
12月 426,945,515 476,194,984 111.54 501,821,041 105.38
1月 436,079,603 450,921,607 103.40 ―― ――
2月 425,054,268 443,578,295 104.36 ―― ――
3月 465,051,684 492,962,099 106.00 ―― ――
合計 5,407,915,099 5,269,753,221 97.45 4,203,744,964 ――

450,659,592 439,146,102 97.45 467,082,774 106.36
453,525,505 431,365,691 95.11 467,082,774 108.28

年間平均
ベース

4～12月平均
ベース

注　※１　金額は各府県連合会への支払金額
※２　17年８月～19年７月：8割給付
※３　19年８月～　　　 ：7割給付
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診療月 平成19年度（A） 平成20年度（B） 伸率（B/A） 平成21年度（C） 伸率（C/B）
4月 604,904,650 591,493,300 97.78 654,489,100 110.65
5月 628,276,660 597,596,620 95.12 613,498,230 102.66
6月 635,109,660 581,668,730 91.59 639,941,940 110.02
7月 626,124,150 624,037,200 99.67 679,417,050 108.87
8月 582,222,050 555,142,250 95.35 642,557,570 115.75
9月 550,177,090 562,526,150 102.24 613,466,830 109.06
10月 650,096,810 658,876,310 101.35 705,904,260 107.14
11月 609,101,030 580,238,600 95.26 638,101,670 109.97
12月 590,555,020 666,673,640 112.89 ―― ――
1月 610,515,880 625,715,790 102.49 ―― ――
2月 592,772,390 622,380,750 104.99 ―― ――
3月 646,449,960 690,681,810 106.84 ―― ――
合計 7,326,305,350 7,357,031,150 100.42 5,187,376,650 ――

610,525,446 613,085,929 100.42 648,422,081 105.76
610,751,513 593,947,395 97.25 648,422,081 109.17

年間平均
ベース

4～11月平均
ベース

注　※１　レセプトデータを使用　　※２　17年８月～19年７月：8割給付　　※３　19年８月～：7割給付

15．組合会の日曜開催
組合会の日曜日開催の要望を受けて実施

したアンケート調査の結果を踏まえて会場
の調査を実施した。その結果①日曜日は結
婚式などのバンケットサービスのあるパー
ティーが優先され、予約も３カ月前でない

16．平成22年度会議開催予定表 （平成22年４月１日～平成23年３月31日）

と不可（中野サンプラザも同様）。②公共的
な施設が売却され少なくなっている。③ビ
ジネスホテルは組合会を開催できる大きな
部屋がない。④シティホテルは料金が高額
になる等から現行どおり水曜日開催とする。

年 月 日（曜） 時　　間 会　議　名 場　　　所
Ｈ22年 5月 12日（水） 13：00 第1回常務会 東京事務所

14日（金） 13：00～17：00 平成22年度職員事務研修会 銀座キャピタルホテル
～15日（土） 9：00～12：00

6月 29日（火） 14：00 第１回監事会 東京事務所
30日（水） 11：00 第２回常務会 中野サンプラザ

13：00 第１回理事会 中野サンプラザ
7月 21日（水） 11：00 第３回常務会 中野サンプラザ

13：00 第67回通常組合会 中野サンプラザ
10月 20日（水） 13：00 第４回常務会 東京事務所
11月 10日（水） 11：00 第５回常務会 中野サンプラザ

13：00 第２回理事会 中野サンプラザ
Ｈ23年 ２月 16日（水） 13：00 第６回常務会 東京事務所

22日（火） 14：00 第２回監事会 東京事務所
23日（水） 13：00 第３回理事会 中野サンプラザ

３月 23日（水） 10：30 第７回常務会 中野サンプラザ
12：30 第68回通常組合会 中野サンプラザ
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〔質疑応答の要旨〕
Ｑ 第三者行為（交通事故）求償事務は犯罪
は除外されると解釈してよいか。カード保険
証の発行業務を日本貿易印刷と契約するとい
うことだがそれはそれでよいが、20府県支部
で発行することと比較検討はしたか。
次にカード保険証の発券費用で凸版印刷の

封入封緘費用の単価が更新時が43.2円で日次
が15円となっているが、多く発行する更新時
の方が安くなるのと思うが逆に高いのはなぜ
か。 （岩手県支部　中屋敷議員）

Ａ 第三者行為求償事務には犯罪は除外され
る。保険証を各支部で発券業務を行なうこと
については器械の種類、発行に係るマンパワ
ー、費用等支部で独自に発行できるか検討し
ている。支部で発行すると申込から保険証の
発行までの期間を短縮できるメリットもある
ので検討している。
ただ、４月からの日次発券業務と来年の更

新時の発券業務について契約を締結する。
凸版印刷の見積りについては、各社の見積

りを一表に転載する時に記載間違いかも知れ
ませんので確認して回答します。
〈確認後の回答〉
凸版印刷の日次発券処理の見積りの封入封

緘費用の項目に①カード台紙プリント代（単
価15円）②マッチング貼り付け（単価15円）
③封入封緘費（単価15円）を入れるべきとこ
ろを封入封緘費の15円のみを入れて ①及び②

■ 当日質問

中屋敷議員

を他の項目 に誤記載したために更新時の封入
封緘費用に比較して安価になったものです。
従って正しい封入封緘費は更新時費用43.20
円、日次時費用45円となります。
Ｑ 有効期限を２年にしているが、国保法で
は２年に拘る規定はないので３～４年にする
ことも検討を願いたい。

（岩手県支部　中屋敷議員）
Ａ 国保法では期限は定めなければならない
が何年にする規定はありません。しかし有効
期限を長くすると資格喪失後の使用の問題が
あります。
Ｑ 組合会の日曜日開催についてアンケート
調査を実施して頂き有り難く思っています。
ついては日本歯科医師会の会館を使用できな
いでしょうか。 （富山県支部　山u議員）

Ａ 嘗て日本歯科医師会の会館を使用して会
議を開催した経緯はあります。しかし土日曜
日は閉館ですので不可能かと思います。平日
は日程が合えば出来るかと思いますが、日本
歯科医師会と東京都歯科医師会が入っている
会館ですので、日程的に難しい状況かと思い
ます。
Ｑ 特定健診は21年度10月現在で実施率
3.16％と低いが、ある程度のパーセンテージ
を維持しないとペナルティを科すと思います
がそのペナルティの詳細について教えて頂き
たい。 （栃木県支部　川嶋議員）
Ａ 平成24年度に特定健診の目標達成状況等
の評価により平成25年度以降の後期高齢者支
援金をプラス・マイナス10％の範囲内で加

山x議員



算・減算するというものです。具体的な評価
方法や算出方法は未だ決まっておりません。
それと平成24年度で後期高齢者医療制度は廃
止されますので、加算・減算も無くなること
も想定されますが、その取り扱いはよく解ら
ない状況です。
Ｑ ニコスカードが無くなると言うことです
が、ニコスカードは持っていても意味がない
ので個人としても撤退しなさいと言うべきで
すか。 （滋賀県支部　井田議員）

Ａ 現在発行されている保険証、ZENKOKU
SHIカードともに有効期限まで利用できます。
クレジット機能付き保険証は平成23年７月

31日の有効期限まで利用できます。平成23年
８月の更新時からは一般の保険証となる。平
成22年３月31日をもってクレジット機能付き
保険証の新たな発行は中止されます。
有効期限後のZENKOKUSHIカードの取り

扱いは、名称は変わると思いますが三菱UFJ
ニコスから引続き利用するか確認の案内がい
くと思います。
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川嶋議員

井田議員

第１号議案から第３号議案まで一括上程し、
それぞれの議案に対する担当理事の趣旨説明
があり、質疑応答の後に第１号議案から順次
採決に入り原案どおり可決承認された。
第１号議案規約の一部改正（案）について

今井専務理事より次のように趣旨説明があっ
た。
第４条（地区）
栃木県国保医療課から地区の拡張について

既得権の保護に該当する場合は市町村単位で
認めるとの通知に基づき、地区を拡張するた
め及び従来の20府県内の地区を別表１、拡張
した地区を別表２に定めるために所要の改正
を行なうものである。
第７条（組合員の範囲及び種類）
国保法第13条第４項の規定に基づき組合に

使用される者は規約に規定する地区に該当し
ない場合も組合員になることができることか
ら、組合員は地区内に住所を有する者から組
合に勤務する者を除くこと及び１種組合員は
別表１に定める府県歯科医師会の会員とする
ために所用の改正を行なうものである。
第12条の２
療養附加金を廃止するために所用の改正を

行なうものである。
ただし、平成22年４月１日前に療養給付を

受けた場合の改正前の規約第12条の２の規定
の適用については、なお従前の例による。
第18条（保険料の賦課額）
後期高齢者支援金等賦課額（2,300円→

2,400円）及び介護納付金賦課額（2,700円→
2,800円）を改定するために所用の改正を行な
うものである。
第64条（財産の管理）
事務所の管理の財源に充てるための事務所

管理積立金を事務所の維持及び増改築並びに
買替、新築等の財源に充てるための事務所維
持・拡充積立金に改定すること及び役員と職

■ 議　事
第1号議案　規約の一部改正（案）
について議決を求める件　今井専務理事
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員が退職した時に支給する財源に充てるため
の役職員退職死亡給与積立金をそれぞれの規
程に基づき役員退職慰労金積立金並びに職員

退職手当積立金とするために所用の改正を行
なうものである。

全国歯科医師国民健康保険組合規約一部改正（案）新旧条文比較対照表
（下線部が改正部分）

現　　　　　行 改　　正　　後
第１章 総　則

第１条～第３条　（略）

（地区）
第４条　組合は栃木県、山梨県、岐阜県、富山県、
滋賀県、京都府、鳥取県、島根県、山口県、岡山
県、香川県、徳島県、高知県、青森県、新潟県、
岩手県、石川県、長野県、福井県及び沖縄県の区
域をその地区とする。

第５条～第６条　（略）

第２章　　　組合員

（組合員の範囲及び種類）
第７条　組合員は、第４条に定める地区内に住所
を有する者で、次のとおりとする。

一 １種組合員は、府県歯科医師会の会員とす
る。
二 ２種組合員は、１種組合員である歯科医師
が開設、管理する診療所に雇用される歯科医
師とする。
三 ３種組合員は、１種組合員である歯科医師
が開設、管理する診療所に雇用される者及び
組合に勤務する者とする。

２. 前項の規定にかかわらず、高齢者の医療の確
保に関する法律（昭和57年法律第80号。以下
「高齢者医療確保法」という。）第50条に規定す
る被保険者は、組合員としない。
ただし、第９条の３第１項の規定により届け出
た１種組合員は、この限りでない。

第８条～第９条　（略）

第３章 保険給付

第12条　（略）

（療養附加金）
第12条の２　組合は、毎月納付すべき保険料を納
付期日までに納付している組合員である被保険
者(第12条第３号に該当する者を除く。)が保険
医療機関等において一部負担金を支払ったとき

第１章 総　則

第１条～第３条　（略）

（地区）
第４条　組合は別表１及び別表２に定める区域を
その地区とする。

第５条～第６条　（略）

第２章　　　組合員

（組合員の範囲及び種類）
第７条　組合員は、第４条に定める地区内に住所
を有する者（組合に勤務する者を除く。）で、
次のとおりとする。
一 １種組合員は、第４条別表１に定める府県
歯科医師会の会員とする。
二 ２種組合員は、１種組合員である歯科医師
が開設、管理する診療所に雇用される歯科医
師とする。
三 ３種組合員は、１種組合員である歯科医師
が開設、管理する診療所に雇用される者及び
組合に勤務する者とする。

２. 前項の規定にかかわらず、高齢者の医療の確
保に関する法律（昭和57年法律第80号。以下
「高齢者医療確保法」という。）第50条に規定す
る被保険者は、組合員としない。
ただし、第９条の３第１項の規定により届け出
た１種組合員は、この限りでない。

第８条～第９条　（略）

第３章 保険給付

第12条　（略）

（療養附加金）
第12条の２　　削　除
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現　　　　　行 改　　正　　後
は、療養附加金を支給する。
２.　療養附加金の額は、法第36条(歯科療養に係
る外来療養(法第36条第１項第１号から第４号ま
でに掲げる療養(同項第５号に掲げる療養に伴う
ものを除く。)をいう。)を除く。)に掲げる療養
の給付を受ける際に支払う一部負担金の３分の
１相当額とする。
３.　療養附加金の支給に係る給付の調整及び給付
の制限については、法第56条及び第59条から第
63条の２までの規定による取り扱いと同様とす
る。
４.　療養附加金は、法第57条の２に基づき高額療
養費が支給される場合には、高額療養費を控除
した額とする。
５.　療養附加金は、当該組合員が同一の月にそれ
ぞれ一の病院等について受けた当該療養に係る
額ごとに算定し、算定額が1,000円未満の場合は
不支給とする。
６.　療養附加金の算定は、1ヵ年（４月診療分～
翌年３月診療分）とする。
７.　前項の規定により算定した額に、100円未満
の端数があるときは、これを切り捨てる。
８.　前項に定めるもののほか、療養附加金の支給
に関して必要な事項は別に定める。

第13条～第17条　（略）

第５章 保険料

（保険料の賦課額）
第18条　組合員は、保険料として、第１号から第
４号までのいずれかの額と第５号に掲げる額と
の合算額を、毎月組合に納付しなければならな
い。
一 １種組合員(後期高齢者の組合員を除く。)
については、次のイ及びロに掲げる額の合算
額とする。ただし、当該組合員が介護保険法
第９条第２号に規定する被保険者(以下「介護
納付金賦課被保険者」という。)である場合に
は、イ、ロ及びハに掲げる額の合算額とする。
イ 国民健康保険事業に要する費用(高齢者医
療確保法の規定による後期高齢者支援金及
び病床転換支援金(以下｢後期高齢者支援金
等｣という。）及び介護保険法の規定による
納付金(以下｢介護納付金｣という。)の納付
に要する費用並びに後期高齢者の組合員に
係る保健事業(以下｢後期高齢者の保健事業｣
という。)に要する費用を除く。）に充てる
ために算定した基礎賦課額(以下｢基礎賦課
額｣という。)として、次の(1)及び(2)に掲げ
る額の合算額。
(1) 前年１月から12月までの１年間の社会
保険診療報酬、国民健康保険診療報酬及
び後期高齢者診療報酬の合算額に1000分
の6.5を乗じた額を月額割とした額。ただ

第13条～第17条　（略）

第５章 保険料

（保険料の賦課額）
第18条　組合員は、保険料として、第１号から第
４号までのいずれかの額と第５号に掲げる額と
の合算額を、毎月組合に納付しなければならな
い。
一 １種組合員(後期高齢者の組合員を除く。)
については、次のイ及びロに掲げる額の合算
額とする。ただし、当該組合員が介護保険法
第９条第２号に規定する被保険者(以下「介護
納付金賦課被保険者」という。)である場合に
は、イ、ロ及びハに掲げる額の合算額とする。
イ 国民健康保険事業に要する費用(高齢者医
療確保法の規定による後期高齢者支援金及
び病床転換支援金(以下｢後期高齢者支援金
等｣という。）及び介護保険法の規定による
納付金(以下｢介護納付金｣という。)の納付
に要する費用並びに後期高齢者の組合員に
係る保健事業(以下｢後期高齢者の保健事業｣
という。)に要する費用を除く。）に充てる
ために算定した基礎賦課額(以下｢基礎賦課
額｣という。)として、次の(1)及び(2)に掲げ
る額の合算額。
(1) 前年１月から12月までの１年間の社会
保険診療報酬、国民健康保険診療報酬及
び後期高齢者診療報酬の合算額に1000分
の6.5を乗じた額を月額割とした額。ただ
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現　　　　　行 改　　正　　後
し、その額が月額32,500円を超えるとき
は、月額32,500円(年額390,000円)を上限
とし、下限は、４月を月額1,900円、５月
から翌年３月までは、月額1,600円(年額
19,500円)とする。

(2) 月額4,700円(年額56,400円)
ロ 後期高齢者支援金等の納付に要する費用
に充てるために算定した後期高齢者支援金
等賦課額(以下「後期高齢者支援金等賦課額」
という。) 月額2,300円(年額27,600円)
ハ 介護納付金の納付に要する費用に充てる
ために算定した介護納付金賦課額(以下｢介
護納付金賦課額｣という。)月額2,700円(年額
32,400円)

二 ２種組合員については、次のイ及びロに掲
げる額の合算額とする。ただし、当該組合員
が介護納付金賦課被保険者である場合には、
イ、ロ及びハに掲げる額の合算額とする。
イ 基礎賦課額　月額13,200円（年額158,400
円）
ロ 後期高齢者支援金等賦課額　月額2,300円
（年額27,600円）
ハ 介護納付金賦課額　月額2,700円（年額
32,400円）

三 ３種組合員については、次のイ及びロに掲
げる額の合算額とする。ただし、当該組合員
が介護納付金賦課被保険者である場合には、
イ、ロ及びハに掲げる額の合算額とする。
イ 基礎賦課額　月額5,700円（年額68,400円）
ロ 後期高齢者支援金等賦課額　月額2,300円
（年額27,600円）
ハ 介護納付金賦課額　月額2,700円（年額
32,400円）

四 後期高齢者の組合員については、後期高齢
者の保健事業に要する費用に充てるために算
定した後期高齢者賦課額として月額5,000円
（年額60,000円）とする。
五 組合員の世帯に属する被保険者について
は、1人につき、次のイ及びロに掲げる額の
合算額とする。ただし、当該被保険者が介護
納付金賦課被保険者である場合には、1人に
つきイ、ロ及びハに掲げる額の合算額とする。
イ 基礎賦課額　月額2,700円（年額32,400円）
ロ 後期高齢者支援金等賦課額　月額2,300円
（年額27,600円）
ハ 介護納付金賦課額　月額2,700円（年額
32,400円）

２. 保険料の賦課について前項に定めるもののほ
か必要な事項は別に定める。

第19条～第27条　（略）

第９章 業務の執行及び会計

第60条～第63条　（略）

し、その額が月額32,500円を超えるとき
は、月額32,500円(年額390,000円)を上限
とし、下限は、４月を月額1,900円、５月
から翌年３月までは、月額1,600円(年額
19,500円)とする。

(2) 月額4,700円(年額56,400円)
ロ 後期高齢者支援金等の納付に要する費用
に充てるために算定した後期高齢者支援金
等賦課額(以下「後期高齢者支援金等賦課額」
という。) 月額2,400円(年額28,800円)
ハ 介護納付金の納付に要する費用に充てる
ために算定した介護納付金賦課額(以下｢介
護納付金賦課額｣という。)月額2,800円(年額
33,600円)

二 ２種組合員については、次のイ及びロに掲
げる額の合算額とする。ただし、当該組合員
が介護納付金賦課被保険者である場合には、
イ、ロ及びハに掲げる額の合算額とする。
イ 基礎賦課額　月額13,200円（年額158,400
円）
ロ 後期高齢者支援金等賦課額　月額2,400円
（年額28,800円）
ハ 介護納付金賦課額　月額2,800円(年額
33,600円)

三 ３種組合員については、次のイ及びロに掲
げる額の合算額とする。ただし、当該組合員
が介護納付金賦課被保険者である場合には、
イ、ロ及びハに掲げる額の合算額とする。
イ 基礎賦課額　月額5,700円（年額68,400円）
ロ 後期高齢者支援金等賦課額　月額2,400円
（年額28,800円）
ハ 介護納付金賦課額　月額2,800円(年額
33,600円)

四 後期高齢者の組合員については、後期高齢
者の保健事業に要する費用に充てるために算
定した後期高齢者賦課額として月額5,000円
（年額60,000円）とする。
五 組合員の世帯に属する被保険者について
は、1人につき、次のイ及びロに掲げる額の
合算額とする。ただし、当該被保険者が介護
納付金賦課被保険者である場合には、1人に
つきイ、ロ及びハに掲げる額の合算額とする。
イ 基礎賦課額　月額2,700円（年額32,400円）
ロ 後期高齢者支援金等賦課額　月額2,400円
（年額28,800円）
ハ 介護納付金賦課額　月額2,800円(年額
33,600円)

２. 保険料の賦課について前項に定めるもののほ
か必要な事項は別に定める。

第19条～第27条　（略）

第９章 業務の執行及び会計

第60条～第63条　（略）
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現　　　　　行 改　　正　　後

（財産の管理）
第64条　組合の財産の管理は、次の各号に掲げる

ところによる。
一 有価証券は、確実なる金融機関に保護預け
とし、又は理事会の議決を経て定めた方法に
よること。
二 積立金は、国民健康保険法施行令第19条に
定める特別積立金及び国民健康保険法施行令
第20条に定める給付費等支払準備金のほか、
別途積立金、事務所管理積立金、役職員退職
死亡給与積立金とし、金融機関に預け入れ、
又は理事会の議決を経て定めた方法によるこ
と。

三　（略）
四　（略）

第65条～第67条　（略）

（財産の管理）
第64条　組合の財産の管理は、次の各号に掲げる

ところによる。
一 有価証券は、確実なる金融機関に保護預け
とし、又は理事会の議決を経て定めた方法に
よること。
二 積立金は、国民健康保険法施行令第19条に
定める特別積立金及び国民健康保険法施行令
第20条に定める給付費等支払準備金のほか、
別途積立金、事務所維持・拡充積立金、役員
退職慰労金積立金及び職員退職手当積立金と
し、金融機関に預け入れ、又は理事会の議決
を経て定めた方法によること。

三　（略）
四　（略）

第65条～第67条　（略）

附　　　　則
１.　この規約は、平成22年４月１日から施行する。
ただし、規約第４条及び７条の改正規定は栃木
県知事の認可があった日から、規約第64条の改
正規定は平成22年4月20日から施行する。
 (第４条、第７条、第64条第二号の改正及び別
表１、別表２の追加、第12条の２削除、第18条
後期高齢者支援金等賦課額及び介護納付金賦課
額の改定)
（経過措置）
２.  平成22年４月１日前に療養の給付を受けた場
合の改正前の規約第12条の２の規定の適用につ
いては、なお従前の例による。

別　表　１（規約第４条関係）

栃木県 山梨県 岐阜県 富山県 滋賀県
京都府 鳥取県 島根県 山口県 岡山県
香川県 徳島県 高知県 青森県 新潟県
岩手県 石川県 長野県 福井県 沖縄県

別　表　２（規約第４条関係）

宮城県 気仙沼市、登米市、栗原市
秋田県 大館市、湯沢市、横手市、

仙北市、鹿角市、小坂町、
藤里町

山形県 鶴岡市、小国町
福島県 郡山市、西郷村
茨城県 古河市、石岡市、結城市、

常陸大宮市、筑西市、桜川市、
境町、大子町、城里町、笠間市
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現　　　　　行 改　　正　　後

群馬県 桐生市、太田市、館林市、
板倉町、千代田町、大泉町、
邑楽町

埼玉県 さいたま市、幸手市、川口市、
久喜市、蓮田市、加須市、
松伏町、春日部市

東京都 八王子市、瑞穂町
神奈川県 相模原市
静岡県 御殿場市、富士宮市、富士市、

小山町
愛知県 名古屋市、一宮市、瀬戸市、

春日井市、犬山市、江南市、
小牧市、稲沢市、岩倉市、
扶桑町、津島市、大府市、
長久手町、愛西市、春日町、
豊山町、清須市、北名古屋市、
大口町、豊田市、刈谷市

三重県 津市、いなべ市、桑名市、
伊賀市

大阪府 大阪市、枚方市、吹田市、
箕面市、池田市、茨木市、
高槻市、寝屋川市、守口市、
門真市、島本町、交野市、
大東市、堺市、豊中市、摂津市、
東大阪市、八尾市、豊能町、
能勢町

兵庫県 神戸市、宝塚市、豊岡市、
丹波市、篠山市、尼崎市、
伊丹市、芦屋市、西宮市、
たつの市、姫路市、宍粟市、
三田市、佐用町、上郡町、
太子町、新温泉町、南あわじ市、
川西市、猪名川町

奈良県 奈良市、生駒市、斑鳩町、
田原本町、天理市

広島県 広島市、福山市、府中市、
尾道市、三原市、東広島市、
庄原市、神石高原町、大竹市、
廿日市市、三次市、北広島町、
安芸高田市、安芸太田町

愛媛県 四国中央市、鬼北町
福岡県 北九州市



平成22年度事業計画（案）について、今井
専務理事より次のように説明があり、質疑応
答の後に採決に入り原案どおり全員挙手によ
り可決承認された。

概　況
平成21年度は未曾有の世界的金融危機と地

球規模の不況が続く中、国内では政治的混迷
が続く状況の中で始まったが、平成21年９月
に民主党を軸とする鳩山内閣が誕生し、約50
年ぶりに本格的政権交代が実現した。その結
果、８月に麻生内閣が提出した平成22年度予
算の概算要求が白紙に戻され、鳩山内閣のも
とで改めて予算編成がなされるという平成22
年度も激動のうちに始まることとなった。
例年12月の財務省予算原案の内示を受け、

全協が開催する実行運動本部委員会で国保組
合の助成費及び制度の改正等について説明を
受けていたが、政府は財務省原案は作成しな
い方針が示されたことから、この委員会は開
催されず平成21年度第３回（臨時）常務理事
会の資料が配布されることとなった。
平成18年度から平成20年度にかけて実施さ

れた医療制度改革の主要部分である平成20年
度に実施された後期高齢者医療制度は実施直
後から見直しが行われ通称を長寿医療制度と
改めた上で、さらなる見直しの議論が続けら
れていたが、鳩山政権下で後期高齢者医療制
度及び関連法案を廃止し、新しい高齢者医療
制度を平成25年４月に実施することが決まっ
た。
見直しの主な内容は地域保険として一元的

運用し、年齢で区分する問題を解消するとい
うものである。
平成20年度に協会けんぽへの国庫負担の一

部を被用者保険に肩代わりさせるとともに国
保組合への定率補助を32％から28％に削減す
ることが決まっていたが、この法案が廃案と
なり実現しなかった経緯があるが、平成22年

に形を変えて復活した。協会けんぽへの財政
支援策として、保険給付費に対する国庫補助
を暫定補助率の13％から16.4％に引き上げた
上で被用者保険内での後期高齢者支援金の総
報酬割を導入した。これに伴ない国保組合の
対応は全国土木国保組合が総報酬割に参加す
ることになり、後期高齢者支援金の１/３に対
する国庫補助を削減した。その他の国保組合
は、特定被保険者の後期高齢者支援金の１/３
に対する定率補助（16.4％）を廃止し、組合
の財政力に応じて国庫補助を入れることにな
り、これにより当組合は０％となった。この
措置は平成22年度７月から実施（平成22年度
は８ヶ月分）され、後期高齢者医療制度が廃
止されるまでの暫定措置である。
高齢者医療制度における負担軽減措置の70

歳から74歳の者の自己負担割合（１割→２割）
の引き上げの凍結及び被用者保険の被扶養者
であった者の保険料軽減措置の凍結は平成２
３年３月まで延長されることとなった。
支援金・納付金では、後期高齢者支援金等

は平成２０年度分のマイナス清算の影響で当
組合の予算ベースで対前年度比3.17％減の
2,800,279,590円となった。前期高齢者納付金
は平成20年度から２年間激変緩和措置がとら
れ平成22年度は本来額となるため、対前年度
比約1.5倍になる計算だが、平成20年度分がマ
イナス清算となったために1 . 4 9 2倍の
2,017,766,722円となった。病床転換支援金は
転換見込数が減るために対前年度比87.49％減
の290,066円となった。なお、老人保健拠出金
は81,507,917円である。
平成18年の政省令改正により、平成23年度

からレセプトオンライン化の対応として、現
在20支部に分散処理されているレセプトにつ
いて、審査支払機関の全国決済処理を通じて、
一つの国保連合会の保険者レセプト管理シス
テムに一括投入し、同国保連合会とのネット
ワークを構築することで、一元的にレセプト
の検索・閲覧・過誤・再審査等が効率的に処
理されることから、当組合は栃木県国保連合
会に国民健康保険審査支払業務等を委託する
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第2号議案　平成22年度事業計画（案）
について議決を求める件　今井専務理事
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こととした。
栃木県国保連合会は、平成23年度からのレ

セプトオンライン業務化に先立ち平成22年度
から実施するために、当組合も平成22年度か
らの実施に向けて職員の研修等を進めながら
栃木県国保連合会との審査支払契約を締結す
る。このために単県国保時代から委託してい
る20府県国保連合会との審査支払契約を解消
しなければならない。

Ⅰ　事業運営の基本方針
政治、経済、社会がチェンジの時代にあり、

医療保険制度を取り巻く環境も変革の真っ只
中にあると言える。医療制度改革も見直しや
凍結が相次ぐ中、改革の主要部分である後期
高齢者医療制度は廃止が決まり、国保組合に
対する国庫補助の在り方の論議があるなど当
組合の運営も前例踏襲主義が通用しにくい厳
しい環境にあるが、こうした状況の的確な把
握と認識の上にたち、組合方式による保険者
機能を発揮した事業運営の確立に努めるとと
もに、国保組合の特性である組合員の相互扶
助の精神で、被保険者の疾病に対する保険給
付と健康管理を推進する保健事業を実施して
行く。

Ⅱ　実施事業

１．保険料
一　基礎賦課額
（１）所得割賦課額

（２）均等割賦課額

二　後期高齢者支援金等賦課額

種　　　別

１種組合員
（保険診療取扱者）

保険診療未扱者
（医療法人を含む）

矯正を標榜する者
（医療法人を含む）

保険診療報酬の把握
できない者

１種組合員の勤務医

6.5／1000
上限 32,500円
下限　4月　1,900円
5～3月 1,600円

32,500円

32,500円

32,500円

15,000円

賦課率・賦課額（月額）

種　　　別

１種組合員
１種組合員の家族
２種組合員
２種組合員の家族
３種組合員
３種組合員の家族
後期高齢者組合員の家族

4,700円
2,700円
13,200円
2,700円

2,700円
2,700円

5,700円

賦課額（月額）

種　　　別

組合員及び
組合員の世帯員 １人当たり　2,400円

賦課額（月額）

四　後期高齢者賦課額

種　　　別

後期高齢者組合員 １人当たり　5,000円

賦課額（月額）

三　介護納付金賦課額

種　　　別

組合員及びその世帯
員のうち40歳から65
歳未満の者

１人当たり　2,800円

賦課額（月額）

２．保険料賦課額の免除
３種女性組合員の一人親（離婚などにより

独りで生計を営んでいる女性）の世帯に属す
る被保険者で義務教育終了までの者のうち２
人目以降の者は、次に掲げる保険料賦課額を
免除する。
ただし、平成22年４月１日前に保険料賦課

額の免除を受けた場合の改正前の規約施行規
則第４条２の規定については、なお従前の例
による。

一　基礎賦課額
（均等割賦課額）

１人当たり　月額2,700円

二　後期高齢者支
援金等賦課額

１人当たり　月額2,400円

（平成22年4月1日から改正）



※高齢者の医療に係る「凍結措置」により、
平成23年３月まで９割に据え置く。

（２）歯科給付
１種・２種・３種組合員及び世帯員の

歯科給付については、次のとおりとする。
① 他の医療機関における受診について
は給付する。

② 自己及び勤務する医療機関並びに分
院等の系列医療機関における受診と、
それに伴う処方箋の発行による調剤に
ついては給付しない。

（３）高額医療費の支給
同一被保険者が同一月内に、同一診療

所で支払った一部負担金が自己負担限度
額を超える場合、申請により支払った一
部負担金から自己負担限度額を控除した
額を支給する。
また、入院に係る高額療養費は、あら

かじめ保険者に申請して自己負担限度額
に係る認定証の交付を受けている場合は、
高額療養費は現物給付とし、一医療機関
ごとの窓口での支払いを自己負担限度額
に止めることができる。
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自己負担限度額（１ヶ月当たり）年齢層 所得層
上位所得者
（年間所得600万円以上）
一　般

150,000円＋〈総医療費－500,000円〉×1％
（83,400円）

低所得者
（住民税非課税世帯）

所得層

35,400円
（24,600円）

現役並み所得者
（課税所得145万円以上）
一　般　※2

低所得者

44,400円 80,100円＋〈総医療費－267,000円〉×1％
（44,400円）

24,600円 62,100円
（44,400円）

8,000円Ⅱ

Ⅰ
（年金収入80万円以下）

24,600円

8,000円 15,000円

外　 来　自己負担限度額（１ヶ月当たり）

80,100円＋〈総医療費－267,000円〉×1％
（44,400円）

70歳未満

70歳以上
75歳未満

高額療養費の自己負担限度額

※１　多数該当
（ ）内の金額は多数該当（過去12ケ月間に３回以上高額療養費の支給を受け４回目の支
給に該当）の場合。

※２　高齢者医療に係る凍結措置
高齢者の医療に係る「凍結措置」により、平成23年３月まで下記のとおり凍結される。
・外来　24,600円→12,000円
・入院　62,100円→44,400円

※３　75歳到達月における自己負担限度額の特例
75歳到達月については、誕生日前の医療保険制度（国保・被用者保険）と誕生日後の後
期高齢者医療制度における自己負担限度額を本来額の２分の１とする。

３．療養給付費等の支給
（１）給付割合

種　　　別

１．組合員
２．家族

３．義務教育就学前まで
４．前期高齢者（70歳～74歳）
・現役並み所得者
・一般所得者

7割
7割

8割

7割
※　8割

給付割合
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（４）高額医療・高額介護合算制度
高額療養費の算定対象世帯において介

護保険受給者がいる場合、被保険者の申
請により、医療と介護の自己負担限度額

（５）出産育児一時金の支給
被保険者が出産した時は、次のとおり

出産育児一時金を支給する。
① 出産育児一時金等の直接支払制度に
対応している医療機関で出産した場合
は、医療機関からの請求により直接医
療機関に支払ます。
② ①の場合で、出産費用が42万円に満
たない場合は、申請により差額を支給
します。
③ 出産育児一時金等の直接支払制度に
対応していない医療機関で出産した場
合は、申請により支給します。
※ 産科医療補償制度に加入している医
療機関等（加入分娩機関）で出産した
場合は、加入分娩機関で出産したこと
を証明するスタンプを押された領収書
又は請求書等の写しを出産育児一時金
の申請書に添付しなければならない。

※１　年額は８月１日から翌年７月31日までの１年間
※２　70～74歳の一般は自己負担限度額の62万円は、高齢者の医療に係る凍結措置

により平成23年３月31日まで56万円となる。

を合算し、一定の自己負担限度額を超え
る自己負担について療養費として支給す
る。

医療保険＋介護保険（年額）
（70歳～75歳未満）

医療保険＋介護保険（年額）
（70歳未満を含む）

現役並み所得者
（上位所得者）

67万円 126万円

67万円

34万円

62万円（56万円）※2

31万円

19万円

一　般

Ⅱ

Ⅰ
低所得者

高額医療・高額介護合算制度の自己負担限度額

種　　　別

１児につき 420,000円

金　　額

（６）葬祭費の支給
組合員及びその家族が死亡した時は、

申請により葬祭費を支給する。

（７）療養費の支給
療養の給付が困難なときは、申請によ

り療養費を支給する。（コルセット等の装
具装着など）

（８）海外療養費の支給
被保険者が海外において療養を受けた

場合、申請により海外療養費を支給する。

（９）移送費の支給
医師の指示により入院、転院、又は通

院の際に歩行が困難なためタクシー等で
移送した場合は、申請により移送費を支
給する。

（10）傷病手当金
組合員が5日以上継続して入院した場

合、申請により傷病手当金を支給する。
ただし同一年度内90日を限度とする。

種　　　別

①１種組合員
②２種組合員
③３種組合員
④１種、２種、３種組合員
の家族

⑤後期高齢者組合員の家族

200,000円
100,000円
100,000円
50,000円

50,000円

金　　額



（２）節目健診事業
組合員及び節目健診に該当した１種組

合員の被保険者である配偶者に対して、
１人当たり30,000円まで補助する。
□対象者
①　１種組合員・２種組合員

１種組合員・２種組合員のうち、平
成22年度中に30歳以上の５歳ごとの節
目の年齢に達する者。
②　１種組合員の配偶者

①に該当した１種組合員の配偶者。
この場合の配偶者の年齢は問わない。
③　３種組合員

３種組合員のうち、平成22年度中に
20歳以上の５歳ごとの節目の年齢に達
する者。
□補助金の額

節目健診の補助金の額は、同一年度
内１回の健診に限り、30,000円を限度
として支給する。
□申請手続
① 節目健診補助金制度（様式43号）を

支部に提出する。ただし、申請は同一
年度内１回限り。
②　申請書には領収書を添付する。

（３）インフルエンザ予防接種補助事業
インフルエンザ予防接種を受けた１種

組合員（後期高齢者組合員を除く）、２種
組合員、３種組合員及び組合員の世帯に
属する世帯員に対して１人当たり2,000円
を限度に補助する。

（４）特定健康診査・特定保健指導
一　特定健康診査
① 40歳～74歳の組合員及び家族を対
象に特定特定健康診査を実施する。
② 受診は「特定健康診査・保健指導
の実施に関する基準」を満たす医療
機関、健診機関に委託して実施する。
③　費用は次のとおりとする。
・基本項目　自己負担　０割
・詳細項目　自己負担　０割
ただし、特定健康診査項目以外を受

診した場合は、その費用は個人負担と
なる。
二　特定保健指導
① 特定健康診査の結果により健康の
保持に努める必要がある者を対象に
特定保健指導を実施する。
② 指導は「特定健診・保健指導の実
施に関する基準」を満たす医療機関、
健診機関に委託して実施する。
③　費用は次のとおりとする。
・動機付け支援　自己負担　０割
・積極的支援　　自己負担　０割

（５）資金貸付事業
①　高額療養費資金貸付事業

被保険者が高額療養費の支給の対
象をなった時、申請により貸し付け
る。
②　出産費資金貸付事業

被保険者が出産育児一時金等の医
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種　　　別

①１種組合員
②２種組合員
③３種組合員

4,000円
1,500円
1,500円

金額（1日につき）

種　　　別

①定額交付分
（1支部当たり）

②被保険者割交付分
（被保険者１人あたり）

1,550,000円

440円

金　　　額

（11）療養附加金の支給
療養附加金は平成22年3月31日を以て

廃止する。
ただし、平成22年3月31日までに組合

員が療養のために保険医療機関に一部負
担金を支払い、療養附加金の支給に該当
し平成22年12月31日までに組合に申請が
あった場合は支給する。

４．保健事業
（１）保健事業費の交付
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療機関への直接支払制度に対応して
いない医療機関で被保険者が出産し
た時は、申請により貸し付ける。

（６）医療費通知の実施
被保険者に対する医療費通知を実施する。

（７）健康家庭表彰
３年度間一度も保険給付を受けなかっ

た健康家庭に対し、記念品を贈呈する。

（８）健康啓発事業の実施
組合員の健康増進のために、節目健診

等一般健診の受診率の向上を図り、又、
平成20年度から特定健診・保健指導が保
険者に義務化されることに伴い、当組合
が的確に実施できるように、被保険者に
周知し理解を得られるように啓発活動を
行う。

（９）後期高齢者組合員の保健事業
後期高齢者組合員に対して次の事業を

行う。
①　傷病見舞金の支給

後期高齢者組合員が５日以上継続し
て入院した場合、申請により傷病見舞
金を支給する。ただし、同一年度内90
日を限度とする。支給期間の計算は、
傷病手当金と傷病見舞金の支給機関を
合算する。

②　死亡見舞金の支給
後期高齢者組合員が死亡したときは、
当該組合員の遺族に対して死亡見舞金
を支給する。

５．レセプト点検の実施
レセプト点検を実施し適性な療養給付費の

給付を行うとともに、費用対効果の効率化に

努める。

６．広報活動の実践
（１）組合報の発行
（２）ホームページの活用

Ⅲ　事務処理の適正化と効率化
平成18年から平成20年の３年間にわたり順

次実施された医療制度改革については、実施
後の見直しが行われ、国保組合に対する国庫
補助の見直しが議論されるなど医療保険制度
を取り巻く環境は変革の時代にある。
また、当組合は平成22年度から審査支払い

契約などを栃木県国保連合会と締結し、これ
まで20府県国保連合会に分散処理されていた
業務を一括処理することとなる。このように
変革の厳しい環境にあることの認識の上にた
ち適正に対応し事務処理の効率化に努める。

Ⅳ　各種関係団体との連携
全国国民健康保険組合協会及び全国歯科医

師国民健康保険組合連合会などの関係団体と
の連携により適切な情報収集等を行い、組合
運営の円滑化、効率化に努める。

一日につき 4,000円

後期高齢者組合員 200,000円

鈴木常務理事から平成22年度歳入歳出予算
（案）について、プロジェクターを用いて各
年度と比較しながら趣旨説明があった。

第3号議案　平成22年度歳入歳出予算（案）
について議決を求める件 鈴木常務理事

鈴木常務理事
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全国歯科医師国民健康保険組合
平成22年度　歳入歳出予算書総括表

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　較
１．国 民 健 康 保 険 料 8,892,302 8,701,201 191,101
２．国 庫 支 出 金 3,656,631 3,395,455 261,176
３．前期高齢者交付金 1 1 0
４．共 同 事 業 交 付 金 90,367 99,234 ▲8,867
５．財 　 産 　 収 　 入 16,686 17,168 ▲482
６．繰 　 　 入 　 　 金 263,438 3 263,435
７．繰 　 　 越 　 　 金 3,100,000 1,000,000 2,100,000
８．諸 　 　 収 　 　 入 8,009 14,859 ▲6,850
歳 　 入 　 合 　 計 16,027,434 13,227,921 2,799,513

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　較
１．組 　 合 　 会 　 費 17,500 17,600 ▲100
２．総 　 　 務 　 　 費 626,451 614,202 12,249
３．保 険 給 付 費 6,972,358 6,320,939 651,419
４．後期高齢者支援金 2,800,280 2,891,848 ▲91,568
５．前期高齢者納付金 2,017,768 1,352,283 665,485
６．老 人 保 健 拠 出 金 81,509 174 81,335
７．介 護 納 付 金 1,210,220 1,096,026 114,194
８．共 同 事 業 拠 出 金 129,335 141,987 ▲12,652
９．保 健 事 業 費 455,236 283,280 171,956
10．積 　 　 立 　 　 金 542,793 10,004 532,789
11．諸 　 支 　 出 　 金 1 1 0
12．予 　 　 備 　 　 費 1,173,983 499,577 674,406

歳 　 出 　 合 　 計 16,027,434 13,227,921 2,799,513

歳　入 （単位：千円）

歳　出

〔趣旨説明の要旨〕
〈歳入〉
平成22年度より後期高齢者支援金等賦課額

及び介護納付金賦課額の改定により、保険料
全体で前年度を191,101千円上回る8,892,302
千円を計上した。
国庫支出金は、全体として前年度より261,1

76千円上回る3,656,631千円を計上した。
繰入金は、22年度より第４項に役職員退職

死亡給与積立金繰入金を追加し、263,435千円
を計上した。
繰越金は、3,100,000千円を計上した。

〈歳出〉
保険給付費は、前年度より651,419千円上回

る6,972,358千円を計上した。
前期高齢者納付金は、昨年度まで激変緩和

策（20年度1/3、21年度2/3）がとられていた
が、22年度は満額請求となったため前年度を
665,485千円上回る2,017,768千円を計上した。

老人保健拠出金は、前年度を81,335千円上
回る81,509千円を計上した。これは、平成20
年度の清算分。
介護納付金は、前年度を114,194千円上回る

1,210,220千円を計上した。
積立金の特別積立金及び給付費等支払準備

金については、法定額を下回ると見込まれる
ため、特別積立金に228,051千円、給付費等支
払準備金に41,306千円を計上した。
事務所管理積立金は、22年度より名称を事

務所維持・拡充積立金に改め、前年度と同額
を計上した。役職員退職死亡給与積立金は廃
止し、新たに２つの積立金を設置し、それぞ
れ役員退職慰労金積立金に24,200千円と職員
退職手当積立金に239,235千円を計上した。

《総括》
平成22年度歳入歳出予算は、16,027,434千

円となり、前年度より2,799,513千円上回る予
算となった。
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款 項 予　　算　　額□

１．国 民 健 康 保 険 料 8,892,302
１．国民健康保険料 8,892,302

3,656,631
２．国 庫 支 出 金 １．国 庫 負 担 金 46,231

２．国 庫 補 助 金 3,610,400

３．前 期 高 齢 者 交 付 金 1
１．前期高齢者交付金 1

４．共 同 事 業 交 付 金 90,367
１．共同事業交付金 90,367

５．財 　 産 　 収 　 入 16,686
１．財産運用収入 16,686

263,438

６．繰　　　　入　　　　金 １．給付費等支払準備金繰入金 1
２．役員退職慰労金積立金繰入金 1
３．職員退職手当積立金繰入金 1
４．役職員退職死亡給与積立金繰入金 263,435

７．繰　　　　越　　　　金 3,100,000
１．繰越金 3,100,000

8,009
１．延滞金及び過料 1

８．諸 　 　 　 収 　 　 　 入 ２．立 替 収 入 1
３．預 金 利 子 8,003
４．雑　　　　 入 4

歳　　　　入　　　　合　　　　　計 16,027,434

歳　入 （単位：千円）

歳　出
款 項 予　　算　　額□

１．組　　合　　会　　費 17,500
１．組 合 会 費 17,500

626,451
２．総　　　　務　　　　費 １．総 務 管 理 費 626,450

２．徴 　 収 　 費 1
6,972,358

１．療 養 諸 費 5,912,491
２．高 額 療 養 費 486,697

３．保 　 険 　 給 　 付 　 費 ３．移 　 送 　 費 1,000
４．出産育児諸費 320,100
５．葬 　 祭 　 費 15,050
６．傷 病 手 当 金 50,487
７．療 養 附 加 金 186,533

４．後 期 高 齢 者 支 援 金 2,800,280
１．後期高齢者支援金 2,800,280

５．前 期 高 齢 者 納 付 金 2,017,768
１．前期高齢者納付金 2,017,768

６．老 人 保 健 拠 出 金 81,509
１．老人保健拠出金 81,509

７．介 護 納 付 金 1,210,220
１．介 護 納 付 金 1,210,220

８．共 同 事 業 拠 出 金 129,335
１．共同事業拠出金 129,335

455,236
９．保 健 事 業 費 １．特定健康診査等事業費 134,768

２．保健事業費 320,468

10．積　　　　立　　　　金 542,793
１．積 　 立 　 金 542,793

11．諸　　支　　出　　金 1
１．償 　 還 　 金 1

12．予 　 　 　 備 　 　 　 費 1,173,983
１．予 　 備 　 費 1,173,983

歳　　　　出　　　　合　　　　計 16,027,434

全国歯科医師国民健康保険組合
平成22年度　歳入歳出予算書
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平成22年度  歳入・歳出予算に占める各款別構成割合

歳入予算額
16,027,434千円
（100%）

国民健康保険料
8,892,302千円
（55.49%）

国民健康保険料
8,892,302千円
（55.49%）

医療給付費分
6,085,782千円
医療給付費分
6,085,782千円
後期高齢者支援金分
1,949,788千円
後期高齢者支援金分
1,949,788千円

後期高齢者組合員分
57,120千円

後期高齢者組合員分
57,120千円

介護分保険料
799,612千円
介護分保険料
799,612千円国庫支出金

3,656,631千円
（22.82%）

国庫支出金
3,656,631千円
（22.82%）

繰越金
3,100,000千円
（19.34%）

繰越金
3,100,000千円
（19.34%）

前期高齢者交付金
1千円（0.00%）

共同事業交付金
90,367千円（0.56％）

財産収入
16,686千円（0.10%）

繰入金
263,438千円（1.64%）

諸収入
8,009千円（0.05％）

歳出予算額
16,027,434千円
（100%）

保険給付費
6,972,358千円
（43.50%）

保険給付費
6,972,358千円
（43.50%）

後期高齢者支援金
2,800,280千円
（17.47%）

後期高齢者支援金
2,800,280千円
（17.47%）

前期高齢者納付金
2,017,768千円（12.59%）

老人保健拠出金
81,509千円（0.51%）

介護保険納付金
1,210,220千円（7.55%）

共同事業拠出金
129,335千円（0.81%）

保健事業費
455,236千円（2.84%）

積立金
542,793千円（3.39%）

諸支出金
1千円（0.00%）

予備費
1,173,983千円（7.32%）

組合会費
17,500千円（0.11%）

総務費
626,451千円（3.91%）

〔質疑応答の要旨〕
Ｑ １種、２種組合員及び１種組合員の世帯
員に対する自家診療以外は給付するという制
限の緩和は歓迎するが、３割負担の上に療養
附加金も廃止となり、全国歯に加入するメリ
ットが少なくなっている。３種組合員とその
世帯員に対する歯科給付に制限のない単県歯
科国保もある、更なる緩和を願いたい。（京
都府支部　足達議員）
Ａ 自家診療以外は給付するという給付制限
を緩和したが、３種組合員とその世帯員の更
なる緩和ということですが、これについては
給付担当者会議で検討したが、この緩和措置
による給付の伸びの予測が困難であること及
び平成21年度の療養給付費が大きな伸びを示
していることから22年度の療養給付費及び支

援金、納付金等の増が予測されること並びに
前期高齢者納付金の激変緩和措置が21年度で
終わり22年度から本来額になること等から22
年度予算ベースでは大変厳しい財政状況にな
っている。こうした状況を踏まえて自家診療
以外は給付するとした。３種組合員の全面給
付については、今回の緩和措置の推移及び財

■ 事前質問

足達議員



政状況並びに保険料賦課額等を兼ね合いの中
で考えて行きたいのでご理解賜りたい。
Ｑ 岡山県支部の平成22年度特別支部運営費
交付金が対前年度比408万円増、実績交付部分
では77.1％増の内示を受けた。大幅の増減は
支部事業の継続性に支障を来すものである。
もう少し激変緩和措置を講じられないか。又、
同交付金は理事会で定めるとあるが、計算方
法を示して頂きたい。 （岡山県　渡部議員）

Ａ 特別支部運営費交付金については、全国
歯創立当時、各支部より財政状況に格差があ
ることを考慮し、収支差額により特別保健事
業費として交付し、定額交付分はありません
でした。平成８年度に交付総額８千万円とし、
その内各支部100万円の定額交付分を設けて
交付。平成９年度に交付基準を定め、保健事
業費から特別支部運営費と改めてから以前よ
りは平均化している。更なる平均化の要望に
ついては常務会等で検討したい。又、計算方
法については、参考資料２の特別支部運営費
交付基準・計算方法を記載してありますので
お目通しを願います。
Ｑ 栃木県の指導監督の際に、支部運営委員
会の定数、会議成立の定足数、議決要件等の
規定の整備をするよう指摘があった。岡山県
支部では、同委員会を「連絡会議」と位置付
け、事業実施の議決は、専ら理事会で行なっ
ている。栃木県の指摘は、支部運営委員会の
議決権に踏み込んだもので、支部規則と矛盾
すると思われる。議決機関であるならば支部
規則の改正が必要であり、支部理事会につい

ても同様に規則の整備を指摘されたが、本部
が整備するものと考える。（岡山県支部　渡部
議員）
Ａ 組合支部規則第10条に支部の業務を円滑
に遂行するために支部運営委員会を設けるこ
とができると規定され、同時に同条第２項で
運営委員会の定数は、支部の規模、財務の範
囲内で定めなければならないと規定されてい
ます。また、支部役員については組合役員規
則第13条にこの規則に定めるもののほか、必
要な事項は理事長の承認を得て支部長が別に
定めると規定されています。つまり、組合支
部規則は支部に関する基本的な規則であり、
各支部はそれぞれの規模、財政等に応じて必
要な事項を定めることになっています。従っ
て運営委員会を設けている場合は、その定数、
議決要件等を定めて頂きたいと思います。
Ｑ 運営委員会でなく、他の名称で設ける訳
にはいかないでしょうか。運営委員会として
招集しなければ、規則は関係なくなると思わ
れるが。
Ａ 他の名称で招集すれば規則は関係なくな
るという意見ですが、やはり理事会、運営委
員会についての規則を定めて支部の運営に当
たるのが望ましいと考えます。
Ｑ 運営委員会について確認ですが、栃木県
は運営委員会の規約があるが、栃木県支部の
運営に関する議決ができるとは謳ってないが
議決権を持つと理解してよいか。
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渡部議員

阿部議員



（栃木県支部　阿部議員）
Ａ 運営委員会が議決機関か否かについて
は、栃木県に照会して回答させていただきま
す。
第66回通常組合会で支部運営委員会に係る

質問について栃木県保健福祉部国保医療課に
照会していたが、回答を得たので下記のとお
り回答します。
〈栃木県からの回答〉
支部理事会は、支部の執行及び議決機関で

ある（支部規則第８条）。一方で支部運営委
員会は、支部理事会の補助機関として、支部
の裁量により任意に設置できる機関である。
さらに当該委員会の役割の範囲も、規則等

に反しない 限りにおいて支部の裁量により決
することができる。
ただし、支部運営委員会を設置する場合に

は、府県支部内の規定等により支部運営委員
会の存在の根拠をはっきり明示させる必要が
ある。
Ｑ 今後、全国歯のメリットをだすために保
健事業等の拡充を考えているか、又アイディ
アがあるかお聞かせ頂きたい。

（新潟県支部　五十嵐議員）

Ａ 給付割合が全保険者が７割に統一された
中で、緩和したとはいえ全面給付でないので、
当組合のメリットを出すには保健事業の拡充
は大切なことと認識している。そのために21
年度にインフルエンザ予防接種補助事業を実
施し、更に節目健診とともに実施期間の延長
を図った。
保健事業費の面からみると、20年度は対前

年度比77.05％増（節目健診２年分実施）21年
度は6.51％増、22年度は25.58％増（インフル
エンザ予防接種補助）となり、22年度の予算
ベースで19年度比で見ると2.39倍となる。こ
のように費用額の面からも充実を図ってきて
いる。今後とも財政及び保険料賦課額との兼
ね合いを考えながら保健事業の充実に努めて
参りたい。
Ｑ 第２号議案の事業計画の葬祭費の支給の
申請期限及び１種、２種、３種組合員の家族
の支給件数並びに何親等まで家族というのか
教えて頂きたい。 （新潟県支部　松u議員）

Ａ 何親等までが家族かは、被保険者である
家族となります。申請期限及び支給件数につ
いては、確認の上回答します。
〈確認後の回答〉
Ａ 申請期限は特に規定してありませんが、
可及的すみやかに申請をお願いします。なお、
２年を経過したときは、時効になります。
（参考：国保法第110条（略）還付を受ける権
利及び保険給付を受ける権利は、２年を経過
したときに、時効によって消滅する。）
家族の支給件数は、平成19年度142件、平

成20年度46件で対前年度比▲67.61％ですが、
急激な減少は20年度から75歳以上が後期高齢
者医療制度に移行したためです。
Ｑ 退職手当支給明細書の退職事由の出向解
除とは在籍出向か退職出向か。

（岩手県支部　中屋敷議員）
Ａ 歯科医師会から全国歯の支部に出向して
いたのが、人事異動で歯科医師会に戻るもの
で歯科医師会に在籍しての出向です。
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五十嵐議員

松x議員



尾上常務理事より、平成21年秋の叙勲で旭
日小綬章を受章された栗山豊実理事の紹介の
後、横山理事長から栗山豊実理事の叙勲を祝
し記念品が贈呈された。

〔栗山先生の挨拶の要旨〕
昨年秋の叙勲で旭日小綬章をいただきまし

た。我々は地域医療を守って行かなければな
らないのですが、我々が豊でないとそれも出
来ないと思っており、それをモットーにやっ
てきました。そういった意味で歯科医師会及
び国保に色々申し上げてきました。国保は平
等に被保険者に対して出来るだけ安い保険料
で運営できればというのが根本です。私は昨
年３月で歯科医師会を引退しまして、今後は
静かに過ごして行きたいと思っております
が、私で何か出来ることがあればお役に立ち
たいと思っております。国保ももう少しと思
いますが宜しくお願い申し上げましてお礼の
言葉といたします。

本日は長時間にわたりご苦労様でした。栗
山先生にはおめでとうございました。報告事
項が大変多くありましたが、もう一度お目通
しの上、充分な把握をお願いいたします。
又、来年度の事業計画及び予算についてご

審議を頂きましたが、財政的に大変切迫し、
余裕のある組合ではございません。その中で、
いかに単県国保との差別化、メリットを出し
て行くかについて、理事長はじめ色々腐心し
ているところです。皆様からも忌憚のないご
意見を賜り、組合運営に反映させて頂きたい
と思います。本日はご苦労様でした。
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又吉副理事長

閉会の辞　　　　　　又吉副理事長叙勲受章者に対する記念品の贈呈
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新役員紹介

叙勲受章者紹介

芦田新理事

平成16年11月27日　厚生労働大臣表彰
平成20年４月28日　藍綬褒章

・日本歯科医師会関係
平成18年４月１日～現在 代議員

・県歯科医師会関係
平成３年４月１日～平成９年３月31日 滋賀県歯科医師会理事
平成９年４月１日～平成12年３月31日 滋賀県歯科医師会常務理事
平成12年４月１日～平成18年３月31日 滋賀県歯科医師会副会長
平成18年４月１日～現在 滋賀県歯科医師会会長

・全国歯科医師国民健康保険組合関係（本部）
平成20年４月１日～平成21年10月７日 組合会議員

・全国歯科医師国民健康保険組合関係（支部）
平成18年４月１日～平成21年10月７日 滋賀県支部副支部長
平成21年10月８日～現在 滋賀県支部支部長

氏　名　芦田　欣一（滋賀県支部）（昭和21年１月１日生）
任　期　平成22年４月１日～平成23年３月31日

氏　名　栗山　豊実（昭和12年７月24日生）

今、ご承認いただきました芦田でございます。昨年９月にご逝去されました白石先生は８月
30日に東京でお会いして、いつもの処でご一緒に飲んで帰ったのですが、その１週間後に入院
され、20日余りで急逝されました。その折りには全国歯の皆様方には色々お気遣いを頂きまし
て有難うございました。白石先生はベテランでしたが、私は新人ですので解らないところが
多々あると思いますが、皆様方宜しくお願いいたします。

【挨拶の要旨】

【表彰歴】

【略　歴】

【受章種別】旭日小綬章
【功労種別】保健衛生功労

【表彰歴】
平成12年３月９日 …………………………富山県知事表彰
平成13年４月29日 …………………………藍綬褒章
平成15年11月27日 …………………………日本歯科医師会会長表彰

【略　歴】
・日本歯科医師会関係
平成13年４月17日～平成21年３月31日…日本歯科医師会代議員

・県歯科医師会関係
昭和54年４月１日～昭和60年３月31日 …富山県歯科医師会理事
平成６年４月１日～平成13年４月５日 …富山県歯科医師会副会長
平成13年４月６日～平成21年３月31日 …富山県歯科医師会会長

・全国歯科医師国民健康保険組合関係（本部）
平成14年４月１日～現在 …………………本部理事

・全国歯科医師国民健康保険組合関係（支部）
平成６年４月１日～平成13年６月７日 …富山県支部理事
平成13年６月８日～平成21年３月31日 …富山県支部支部長
平成21年４月１日～現在 …………………富山県支部理事



白石宣先生が平成21年９月30日にご逝去さ
れました。民主党が衆議院選挙で圧勝した投
票日の８月30日には東京で需給協の会議に２
人で出席し、その帰りにいつもの東京駅構内
の居酒屋で酒を飲み、９月３日は大津駅近く
の居酒屋で酒を飲み、その時いつもの元気が
なく帰りしなに疲れているけれど皆と飲んで
元気が出たと普段聞いたことがない弱気な言
葉が出てきてアレーと思いました。
翌々日の５日に緊急入院されました。６日

には大阪歯科大学滋賀県同窓会の総会があり
会長として大変気にしておられ朝早く病院か
ら電話があり、後を頼むとのことであり、入
院早々弱気な言葉だと思いましたがその時す
でに覚悟されていたのかと、後になって思う
ようになりました。
先生は昭和50年から県歯科医師会に係わら

れ、保険部委員、委員長、理事、専務理事、
副会長、会長と歴任され平成９年には日本歯
科医師会理事に就任されました。その間滋賀
県の各種審議会委員、社会保険診療報酬支払
基金審査委員を長年され県における我々の保
険ルールの適正な運用に努力されました。ま
た全国歯科医師国民健康保険組合滋賀県支部
長ー本部理事ー本部副理事長として歯科医師、
従業員の健康、福利厚生の向上を目指しご指
導いただきました。

先生はこよなく酒を愛し一期一会を大切にさ
れ人との出会いを大切にされ毎週木曜日には県
歯科医師会に来られ夜の飲み会に率先して勧誘
され我々も当然のように参加していました。賑
やかな大きな声で話され、時には煩さく感じる
時がありましたが亡くなられた後の飲み会がな
にか寂しく仲間と話をしていても静かで白石先
生がおられたらもう少し盛り上がると必ず今だ
に話題になる今日このごろです。
先生とは私が保険部委員となった時から約

30年の付き合いであり先生の歩まれた道を後
輩の私が同じ道を歩いており先生が県歯科医師
会を辞められた後は励まし応援していただき大
きな後ろ盾を失ってしまい残念な思いでありま
す。白石先生の歯科医師としての意思は充先生、
芳先生お二人が受け継がれるでしょう。
泉下の平安を心あからお祈り申し上げます。

合掌

36

全国歯報

故　白石宣先生を偲んで　

　国民年金基金制度は、自営業者など国民年金の第一号被保険者
がより豊かな老後を過ごすことができるよう、国民年金（老齢基礎年金）
に上乗せして年金を受け取るための公的な年金制度であり、税制上
の優遇や国庫による助成などの特別な措置があります。

　掛金は全額“ 社会保険料控除 ”となります。〔掛金の上限は月額
68,000 円です。但し、個人型確定拠出年金にも加入されている場合
には、その掛金と合わせて月額 68,000 円が上限となります〕また、受
け取る年金にも公的年金等控除が適用され、所得税・住民税のの
軽減につながります。

①加入は口数制で、年金額や給付の型は加入者が自分で選択できます。
②掛金月額は、選択した給付の型、加入口数、加入時の年齢、男女の別によって決まります。

歯科医師国民年金基金

国民年金基金とは 税制上のメリット

0120-155-950お問い合せ
資料請求は

〒102-0074　東京都千代田区九段南2-4-4　ハリファックス九段ビル8階

歯科医師のみなさま !!  加入のご検討をお勧めします。

故 白石宣 先生

芦 田 欣 一
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お知らせ

保険証 ＆
ZENKOKUSHI カード

■平成22年３月31日をもってクレジット機能付き保険
証の発行は終了になりました

■現在発行されている保険証は、有効期限（平成23年
７月31日）まで利用できます

（1）「一般の保険証」について
・平成23年７月31日の有効期限までご利用できます。更新も通常
どおり行なわれます。

（2）「クレジット機能付き保険証」について
・現在発行されている「クレジット機能付き保険証」は平成23年
７月31日の有効期限までご利用できます。
・平成23年８月１日の更新からは「一般の保険証」になります。
・平成22年３月31日をもちまして、「クレジット機能付き保険証」
の発行は終了になりました。

（3）「ZENKOKUSHIカード」について
・現在発行されている「ZENKOKUSHIカード」は、平成25年７
月31日の有効期限までご利用いただけます。

保険証＆ZENKOKUSHIカードの今後のスケジュール
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お知らせ

歯科給付制限を緩和

平成22年４月受診分より歯科給付制限を下記のとおり緩和します。

■他の医療機関における受診については給付します。

■自己及び勤務する医療機関並びに分院等の系列医療
機関における受診と、それに伴う処方箋の発行によ
る調剤については給付しません。

療養附加金制度を廃止

療養附加金制度は、平成22年３月31日をもって廃止と
なりました。

ただし、平成22年３月31日までに組合員が保険医療機関
で一部負担金を支払い、療養附加金の支給に該当した場
合は、平成22年12月末日までに申請があった場合は支給
します。

＊表紙写真　　場所／スカイツリーと隅田川　　撮影者／山口哲生
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節目健診とインフルエンザ予防接種の
実施期間を延長しました。

節目健診（人間ドック等）補助金事業＆インフルエンザ予防接種補助事
業の実施期間＆申請期限を下記のとおり延長しました。

■実施期間　事業年度の４月１日から翌年の３月31日まで。
■申請期限　当該事業年度の終了した年の４月７日までに各支部に提出してください。

平成22年度も特定健診・平成22年度も特定健診・
特定保健指導を実施します特定保健指導を実施します

・特定健診対象者は、当国保組合のうち、40～74歳で、かつ当該実施年度の１年
間を通じて加入している方。

・特定健診対象者の方には「受診券」を送付（6月より順次送付予定）いたします。
詳しくは「受診券」に同封される小冊子などをご覧ください。

・特定保健指導は、特定健診の結果から対象者を抽出します。

・特定保健指導対象者の方には「利用券」を発行します。

平成20年から内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）に
着目した特定健診・特定保健指導を無料で実施しています。

なお、従業員の方はお勤めの診療所で行う事業主健診の健診データ（受診券に同封の質問票
への回答を含む）を全国歯へ送付いただくことにより特定健診を受診したことになりますの
で、事業主の先生方におかれましては、送付等の負担等大変ご面倒をおかけしますが、何卒
ご協力の程よろしくお願いいたします。


